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はじめに 

 

 

 

新潟医療福祉大学学長  西澤 正豊 

 

新潟医療福祉大学におけるロードマップの役割を果たしている現行の 10 か年将来計画

の前半 5 年間が 2025 年度をもって終了します。そこで 2021 年度から 2025 年度に至る 5

年間の中期目標・計画に対して自己点検・評価を行い、その評価結果を報告書として取り

まとめました。また、2025 年度単年度アクションプランの自己点検・評価も併せて実施し

ました。 

これらの自己点検・評価を踏まえ、今回、2026 年 4 月から始まる後半 5 年間の中期目

標・計画を新たに策定しました。さらに、この前半３年間のアクションプランも併せて定

めています。2021 年度から 2030 年度に至る 10 年間の長期将来計画に謳われた「保健・医

療・福祉・スポーツ・教育領域を核とし、既存の学術領域の融合や変革、新たな学術領域の

創成により、「優れた QOL サポーター」を育成する、在学生 8,000 名の総合大学を目指す」

という長期目標は今回も継承されています。現在の在学生は 5,000 名あまりであり、18 歳

人口が著減する中では、8,000 名という目標の達成は難しくなっていると認識しています。 

この長期目標を実現するために、今回策定した後半 5 年間の中期目標においても、前半

と同様に、大学拡充計画の推進、教育の質保証（CP と DP を含む）、学生支援の充実（AP

と入試広報を含む）、研究機能の強化（産官学連携の推進を含む）、社会連携の強化（同窓

会と生涯学習の支援推進を含む）、国際交流の推進、大学スポーツ振興の推進、学生募集の

強化、組織マネジメント、内部質保証からなる 10 項目のドメインを設定しました。その結

果、全体として 44 項目の中期目標に対して、123 項目の中期計画、316 項目のアクション

プランを用意することとなりました。さらに、将来計画全体を俯瞰するために、将来計画

（全体像）をガバナンス、教育、研究、社会連携、国際交流、スポーツの 6 分野に分けて

まとめています。 

 

今回の将来計画策定で特に意識したのは、わが国の少子高齢化がさらに進み、18 歳人口

が著減する 2035 年、高齢者人口が最多となる 2040 年に向けて、本学が持続可能な発展を

遂げることができる大学を目指すことです。今回策定した中期目標・計画は 2030 年度まで

のものですが、本学の持続可能な発展を目指しつつ、その後に訪れる 2035 年問題、2040

年問題を見据えて、今から備えを始めなければなりません。 

本学は医療・福祉・スポーツの分野に特化した総合大学ですが、これらの分野において

も、人口の減少に伴い、大きな変化が予想されています。厚生労働省の推計によれば、病
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院における外来診療は、新潟県内ではすでに、全ての地域でピークアウトしていて、今後

も減少するばかりです。入院診療も、新潟市、長岡市周辺が 2035 年にピークアウトするの

を最後に減少に向かい、従来の病院を中心とする医療体制は縮小して行きます。一方、在

宅診療・訪問診療のニーズは 2040 年を迎えてもなお、新潟県では佐渡地域を除くすべての

地域で増加すると想定されています。 

医師は拠点施設に集約される中で、地域の現場で住民の健康を維持・管理する役割は、

保健師、療法士、管理栄養士、社会福祉士など、多職種の専門職で構成される医療チーム

が担うことになります。すでに粟島村では遠隔診療が行われており、地方ではこうした医

療提供体制が当たり前になる時代が間近に迫っています。さらに医療の分野では、生成 AI

の利活用が著しく進んでいます。汎用 AI が実用化されれば、今後の医療の在り方は大きく

変わることでしょう。 

大学の使命は、教育・研究の成果を社会に提供し、社会の発展に寄与することにありま

す。新潟医療福祉大学は医療・福祉・スポーツ分野における今後の変化を見据え、将来計

画の実現を通じて、医療・福祉・スポーツ分野で今後想定される変化に対応し、次世代を

担うことができる人材を育成して社会に輩出し、さらに、これらの分野における研究成果

を社会に還元することによって、新潟を始めとする地域社会に貢献していく所存です。 

  

 末尾になりますが、今回の将来計画の策定に加わっていただいた全ての皆さんに心から

感謝いたします。 
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１．「将来計画策定」「自己点検評価」「外部認証評価」の推移と今後の予定（一覧表） 

 

西暦 年号 将来計画および大学独自の自己点検評価関連
長期

目標

中期

目標
外部認証評価 学長

2001 H13年度 開学 高橋榮明

2002 H14年度

2003 H15年度

2004 H16年度

2005 H17年度
１回目
外部認証評価申請（9月）

2006 H18年度
外部認証評価
・自己点検評価書提出（6月）
・現地調査・審査（10月）

１年目

2007 H19年度 ２年目

2008 H20年度 ①学科別短期目標（2008・2009年度）設定 ３年目

2009 H21年度 ４年目

2010 H22年度

開学10周年
①学科別短期目標に対する自己点検評価
②10周年記念誌作成
③将来計画（初版）策定 [黄色冊子]
　　長期目標（2010－2020年度）
　　第一期　中期目標・中期計画（2010－2013年度）
　　アクションプラン（2010・2011年度）

第一期
 1年目

５年目

2011 H23年度
①研究奨励金および学長裁量研究費（2002－2010年度）に対する
　自己点検評価

 ２年目 ６年目
山本正治

2012 H24年度

①将来計画中期計画に対する中間自己点検評価
②将来計画（改定１） [緑色冊子]
　　アクションプラン（2012・2013年度）
③前回の外部評価の際に指摘された事項および改善向上方策に
　記載した事項に対する自己点検評価

 ３年目
２回目
外部認証評価申請（9月）

７年目

2013 H25年度 ①将来計画中期計画（2010－2013年度)に対する自己点検評価  ４年目

外部認証評価
・自己点検評価書提出（6月）
・現地調査・審査（10月）

１年目

認証期間
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2014 H26年度
①将来計画（改定２） [オレンジ色冊子]
　　第二期　中期目標・中期計画（2014－2017年度）
　　アクションプラン（2014・2015年度）

第二期

 1年目
２年目

2015 H27年度 ①運動機能医科学研究所中間自己点検評価  ２年目 ３年目

2016 H28年度
①将来計画（改定３） [青色冊子]
　　アクションプラン（2016・2017年度）

 ３年目 ４年目

2017 H29年度 ①将来計画中期中期計画（2014－2017年度)に対する自己点検評価  ４年目 ５年目

2018 H30年度
①将来計画（改定４） [桃色冊子]
　　第三期　中期目標・中期計画（2018－2020年度）
　　アクションプラン（2018－2020年度）

第三期

 １年目
６年目

2019 R元年度  ２年目
３回目
外部認証評価申請（9月）

７年目

2020 R2年度

①将来計画長期目標に対する自己点検評価
②次期将来計画策定
　長期目標（2021－2030年度）
　第一期中期目標・中期計画（2021－2025年度）
　アクションプラン（2021－2023年度）

 ３年目

外部認証評価
・自己点検評価書提出（7月）
・Web現地調査・審査（10月）

１年目

西澤正豊

2021 R3年度 将来計画（2021－2030年度）開始
第一期

 １年目
２年目

2022 R4年度  ２年目 ３年目

2023 R5年度 ①将来計画・アクションプラン（2024－2025年度）策定  ３年目 ４年目

2024 R6年度  ４年目 ５年目

2025 R7年度
①第一期中期目標・中期計画に対する自己点検評価
②将来計画・第二期中期目標・計画（2026－2030年度）の策定
　　　　　 ・アクションプラン（2026－2028年度）策定

 ５年目 ６年目

2026 R8年度
第二期

 １年目

４回目
外部認証評価申請（7月）

７年目

2027 R9年度  ２年目

外部認証評価
・自己点検評価書提出（6月）
・現地調査・審査（10月）

2028 R10年度 ①将来計画・アクションプラン（2029－2030年度）策定  ３年目

2029 R11年度  ４年目

2030 R12年度

①将来計画長期目標に対する自己点検評価
②次期将来計画策定
　長期目標（2031－2040年度）
　第一期中期目標・中期計画（2031－2035年度）
　アクションプラン（2031－2033年度）

 ５年目

現在
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２．将来計画全体イメージ図 
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3．本学の理念と将来計画の全体像 

 

Ⅰ．理 念：優れた QOL サポーターの育成 

Ⅱ．将来計画（全体像） 

長期目標 (2021～2030 年度．10 年間） 

保健・医療・福祉・スポーツ・教育領域を核とし、既存の学術領域の融合や変革、新たな学術領域の創成により、「優れた QOL サポーター」を育成する、在学生 8,000 名の総合大学を目指す 

責任者：学長 

No. 分野 中期目標(2026～2030 年度．5 年） No. 中期計画（2026～2030 年度．5 年） 

1 ガバナンス 

学長のリーダーシップのもと、迅速かつ適切な意思決定を徹底し、教学マネジメント体制を強化す

る。特に KPI に基づく内部質保証システムを継続的に高度化するとともに、教職員のエンゲージメ

ント向上を組織運営の基盤とする。あわせて、内部監査機能およびリスクマネジメント体制を強化

し、実効性あるガバナンスを構築する。 

1 

副学長等連絡会を教学に関する意思決定の中核とし、各機構・委員会の役割と責任を明確化する。あわせて、教

学 IR と BI を活用したデータ駆動型の PDCA サイクルを全学的に統合運用し、教育改善および組織改善の実効

性を高める。 

2 
業務分掌の整備・マニュアル化・DX による業務プロセスの効率化を推進し、人材の適材適所配置・ジョブローテーシ

ョン・ハラスメントゼロ・健康経営の推進を通じて、教職員が意欲を持って働ける職場環境を整備する。 

3 
自己点検・評価の妥当性検証に外部有識者評価を活用するとともに、内部監査結果の活用および情報公開を徹

底し、説明責任を果たす透明性の高い内部質保証体制を確立する。 

4 全学的リスク管理体制およびリスク管理マニュアルを整備する。 

2 教育 

「優れた QOL サポーター」の育成を教育の中核理念とし、CP・DP の一貫性に基づく体系的かつ

質保証された教育課程を整備する。DX を活用した多様な学修環境の拡充および保健医療福

祉連携教育の高度化を通じて教育の質向上を図る。また、学修成果を客観的指標により測定

し、学科別に到達度を検証・公表することで、学生の成長を可視化し、継続的な教育改善につ

なげる。さらに、国家試験・資格試験合格率 100％を継続的に実現する。 

1 

IR 情報を基盤としてカリキュラム・ポリシー（CP）とディプロマ・ポリシー（DP）の整合性を組織的に継続検証すると

ともに、学修成果を客観的指標により測定し、学科別に到達度を検証・公表する体制を整備する。あわせて、アクテ

ィブ・ラーニングの拡充、成績評価の妥当性確保を通じて、学修成果の可視化と教育の質保証を推進する。 

2 

ICT・e ラーニング・メディア授業・数理データサイエンス AI 教育の整備を一体的に推進するとともに、学修データを活

用した学修支援体制を構築し、学生の自律的学修を支える環境を整備する。あわせて、成績不振者・障がいのあ

る学生・留学生を含む多様な学生への包括的支援体制を強化し、学修成果の向上と国家試験・資格試験合格

率の安定的向上につなげる。 

3 

高大医連携・連携基礎ゼミ・連携総合ゼミを充実させ、多職種連携を先導する人材育成教育を高度化する。あわ

せて、FD・SD を体系的に実施し、授業評価アンケートおよび学修成果データの分析結果に基づき授業内容・指導

方法を改善する。 

3 研究 

「SHAIN ビジョン」の実現に向け、保健・医療・福祉・スポーツ領域を核とした先端的・学際的研

究を牽引する「人材」「資金」「環境」の好循環を構築し、科研費採択率・獲得額の向上と研究

倫理・研究インテグリティの徹底を両輪として推進することで、独自の研究拠点としての社会的認

知とブランド化を実現する。 

1 

科研費申請率 90%以上・採択率 40%・保有率 70%以上を目指し、学科別対策の強化・サポートデスクの充

実・URA の育成を一体的に推進するとともに、「スポーツ科学・体育・健康科学」区分での全国 3 位以内維持と配

分額 4 億円（直接経費 3.1 億円）達成を目標に、私立大学等総合改革支援事業等の大型外部資金への申

請も継続して促進する。 

2 

博士号保有教員割合の向上・ポスドクのキャリアパス支援・博士フルタイム院生の増加・研究室環境の拡充など大

学院教育・研究体制を強化し、分野横断的共同研究・産官学連携による受託研究・知的財産創出を推進するこ

とで、次世代研究者の育成と研究力の持続的強化を実現する。 

3 

査読付き英語論文投稿・機関リポジトリ公開・英語版ホームページの充実を通じた研究成果の国際的発信を強化

するとともに、研究倫理・研究不正防止教育・安全保障輸出管理・リスクマネジメント体制を整備し、研究活動の

健全性と社会的信頼を確保する。 
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No. 分野 中期目標(2026～2030 年度．5 年） No. 中期計画（2026～2030 年度．5 年） 

 

4 社会連携 

保健・医療・福祉・スポーツ領域を核とした地域・社会との連携を全学的に推進し、地域ニーズに

応える大学機能を強化する。これらの取組を通じて学生の実践的成長を促進・可視化するととも

に、卒業生の地域社会における活躍状況を継続的に把握する。あわせて、同窓会と連携したリカ

レント教育・キャリア支援を推進し、地域に持続的に貢献する生涯学修型大学の実現を目指す。 

1 

全学科における社会連携・地域貢献活動の件数・参加学生数の拡大を図るとともに、学外関係者の意見を反映し

た活動成果および学生の到達度を検証する PDCA サイクルを確立し、新潟市北区をはじめとする連携自治体等と

の協定締結を促進する。 

2 

社会連携実践演習の単位化拡充やインターンシップの充実、ボランティア活動の組織的推進を通じて学生の実践

的な地域貢献参加を促進するとともに、「優れた QOL サポーター」としての社会的実践力について到達度指標を設

定し、その成果を評価・検証する。 

3 
卒業生の相互連携と生涯学修機会を拡充するとともに、卒業生の地域社会における活躍状況を把握・分析する

仕組みを整備し、同窓会・生涯学修支援体制を持続的に強化する。 

5 国際交流 

保健・医療・福祉・スポーツ領域における国際的人材育成を推進するとともに、アジア・環太平洋

地域を中心とした留学生獲得と支援を重点課題として位置付ける。あわせて学生の海外研修機

会を拡充し、国際的視野と実践力を育成する。さらに、受入体制を整備し、キャンパスの国際化

と本学の国際的発信力および教育・研究の国際競争力を向上させる。 

1 
アジア・環太平洋地域の重点地域とのMOU 締結を推進し、単位互換制度やダブルディグリー制度の活用拡大、国

費留学生の継続受け入れ等を通じて、協定締結校との交流内容を拡充する 

2 
長期留学支援・国際交流科目の履修促進、国内での国際体験機会の拡大を図り、学生のグローバル意識とコミュ

ニケーション能力を向上させ、これによる成果と成長度を可視化する。 

3 

オリエンテーション・日本語学修支援・生活支援サポーター・文化・宗教的配慮を含む包括的な留学生受け入れ体

制を整備するとともに、JICA や地域関係機関と連携した国際貢献プロジェクトを推進し、国際的な社会貢献活動

を発信する。 

4 
留学生募集力を体系的に強化するとともにた、広報戦略の高度化および英語等による教育プログラムの整備を推

進し、入学前から在学中、卒業後のキャリア支援までを一体とした受入モデルを構築する。 

6 スポーツ 

大学スポーツを通じて、「大学日本一・国際大会出場選手の輩出」「学術的・科学的アプローチに

基づく競技力向上モデルの確立」「学業と競技の両立を実現する学生アスリートの全人的育成」

を三位一体で推進する。あわせて、NSG グループおよび本学の多様な教育・研究資源を横断的

に活用し、スポーツを軸とした地域貢献と大学ブランド向上を実現し、大学スポーツ振興のモデル

拠点となることを目指す。 

1 
特待生制度やスカウティング方針の見直し、スポーツ留学生受け入れ体制の整備、新たな強化指定クラブの設置検

討を通じて、優秀な学生アスリートの獲得と全日本大学選手権等での上位入賞を継続的に目指す。 

2 

新潟県健康づくりスポーツ医科学センターやアルビレックス、新潟リハビリテーション病院等との科学的連携を強化し、

リハビリテーション科学とスポーツ科学の融合による本学独自の競技力向上モデルを確立するとともに、その成果を競

技成績および研究成果として可視化する。 

3 
学生アスリートの成績管理および学修支援を推進するとともに、コンプライアンス研修や部費会計管理等のガバナン

ス体制を強化し、競技と学業を高次元で両立する全人的アスリートを育成し、その成果を検証する。 
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４．ドメイン毎の長期目標，第三期中期目標・中期計画，アクションプラン 

 

ドメイン１ 「大学拡充計画の推進」 

長期目標（2021～2030 年度）：保健・医療・福祉・スポーツ・教育領域を核とし、「優れた QOL サポーター」の育成を継続するとともに新領域の開拓を推進することで、在学生 8,000 名の、首都圏を除く東日本最大

級の私立総合大学を目指す。これにより、SDGs「すべての人に健康と福祉を」「質の高い教育をみんなに」の達成に貢献する 

ドメイン責任者：大学事務局長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 
学部学科、大学院の
専攻分野の新設およ

び定員の見直し 

1 学部学科の新設および既
存学科の定員増員の推進 

文部科学省等への設置
届出の承認率 100％ 
新設/増員学科の募集
定員充足率 100%以
上 

1 2027 年度健康スポーツ学科の入学定員増に係る計画を推進
する 文部科学省からの最短での認可 〇 〇  法人企画部、当該学科、事務局 1 

2 大学院の新たな専攻分野
および定員増員の推進 

大学院全体の定員充足

率 の 向 上 （ 現 状 比 
+10%） 

1 2027 年度大学院の定員増・鍼灸健康学分野の設置、2028
年度大学院心理学専攻分野の設置を推進する 最短での届出の受理及び認可 〇 〇  

大学院委員会、当該学科、法人企
画部、事務局 2 

3 大学院の新たな専攻分野

および定員増員の検討 
2030 年度までの新設ロ

ードマップの確定 1 2030年度大学院健康情報学分野の設置、博士後期課程心

理学専攻の設置、大学院定員増を検討する 

設置準備委員会の発足と基本構想

策定及び教員配置計画案の作成完
了 

〇 〇 〇 大学院委員会、法人企画部、事務

局 3 

2 施設設備の充実 

1 
2028 年健康スポーツ学

科定員増に合わせて、新
たな体育館の建設を行う 

2026 年度：実施設計
の完了 
2027 年度：基礎工事
および本体工事着工 

1 2027 年度に着工、2028 年度に竣工するべく、北側用地の中

に、新たに体育館の建設を行う ー 〇 〇  
法人企画部、健康スポーツ学科、ス

ポーツ振興室、事務局 4 

2 

2030 年 4 月以降に学科
の新設または既存学科の

定員増員を行う場合、必
要に応じて校舎の建設を
計画する 

新学科設置、定員増に

伴う「施設整備基本構
想」の理事会承認 

1 既存施設の有効活用を図りながら、健康・スマート学園都市構
想（AT プロジェクト）を推進するための施設計画を行う ー 〇 〇 〇 法人企画部、新学科準備室、当該

学科、事務局 5 

3 
持続的に発展する大学像
に則した学修環境の整備
案を検討する 

既存施設の修繕、改修
計 画 の 履 行 率 
100%、研究棟建設計
画の理事会承認 

1 既存施設の修繕、改修を行い安全な学修環境の整備に努める ー 〇 〇 〇 法人企画部、法人総務部、事務局 6 

2 研究環境の充実を図るため研究棟の建設に向けた計画を行う ー 〇 〇 〇 法人企画部、研究・産官学推進機
構、事務局 7 

3 未開発大学用地の整
備 

1 
健康・スマート学園都市構
想による北側用地の開発
計画を立案する 北側・南側用地の開発

基本計画の策定完了 

1 健康・スマート学園都市構想（AT プロジェクト）との連携を図り
ながら開発計画を立案する ー 〇 〇 〇 法人企画部、法人総務部、事務局 8 

2 
健康・スマート学園都市構

想による南側用地の開発
計画を立案する 

2 健康・スマート学園都市構想（AT プロジェクト）との連携を図り
ながら開発計画を立案する ー 〇 〇 〇 法人企画部、法人総務部、事務局 9 
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ドメイン２ 「教育の質保証（FD、CP＆DP 含む）」 

長期目標（2021～2030 年度）：学生の自律心を涵養する面倒見の良い大学を目指すとともに、「優れた QOL サポーター」を育成するための質が保証された高度な教育課程を実現する。あわせて、保健・医療・福祉・

スポーツ領域における連携教育を充実させ、SDGs「「すべての人に健康と福祉を」「質の高い教育をみんなに」の達成に貢献する 

ドメイン責任者：教員担当副学長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
1 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
教育関連組織体制の
構築と教育内容の適
性化のための全学的

な取り組みの推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 
教育関連組織体制を構
築し、本学の教育の質保
証を確立する 

IR 情報（学修時間・学
修実態、授業評価結
果、学修成果、資格取
得等実績、就職等進路
に係る実績、卒業生に

対する調査結果） 

1 

学生の学修状況・資格取得状況・就職状況の調査、学生の
意識調査、卒業時の満足度調査、就職先の企業アンケートな
どを実施し、大学が定めた多様な尺度・指標や測定方法に基づ

いて学修成果の把握と評価、分析を継続する 

年度ごとの各アンケートの実施・分析・
改善 
学修成果の分析結果、改善計画 

〇 〇 〇 
高等教育推進センター運営委員
会、キャリア支援センター運営委員
会、学生委員会、IR 戦略委員会 

10 

2 

IR 情報（学修時間・学修実態、授業評価結果、学修成果、
資格取得等実績、就職等進路に係る実績、卒業生に対する

調査結果）を活用し、教育課程（カリキュラム等）の適切性を
組織的に検証し、教育改善に関する PDCA を運用する 

1 年に 1 回以上、IR 情報の更新、検
証 
教育改善に向けて対策検討議事録 

〇 〇 〇 11 

3 
教学 IR を担当する部局の概要（大学組織上の位置づけ等）
を含め、教学 IR 情報に基づく教学改善の事例の紹介を HP で

情報公開する 

1 年に 1 回以上、教学改善のための事

例公開 〇 〇 〇 IR 戦略委員会 12 

4 ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業
認定基準、修了認定基準を周知し、厳正に適用する 年度ごとの適用確認議事録 〇 〇 〇 教務委員会、高等教育推進センタ

ー運営委員会 13 

5 

ディプロマサプリメント（学生が取得した学位・資格・履修内容・
能力・知識等の学修成果について対外的に可視化するため
に，文章やグラフ等で補足する資料）を交付する取組をすすめ
る 

年度ごとの学生の学修成果を可視化
する取り組み内容に関する確認議事
録 

〇 〇 〇 高等教育推進センター運営委員会 14 

6 学外関係者からの意見・要望についての分析結果を共有し、教
育研究や大学運営の改善・向上のための対策に反映する 

1 年に 1 回，学外関係者からの教育
に関する意見・要望についてまとめ、教
育研究の改善・向上のための対策を検
討、反映させた確認議事録 

〇 〇 〇 教育・学生支援機構運営委員会 15 

7 
効果的・効率的な教育課程を運営するために、学科教員充足

率および教職員の業務内容の適切性について整理・点検を実
施する 

学科別教員の充足率、未充足の場合
は問題点の整理と解決に向けた議論
の議事録、教職員の教育課程におけ
る業務内容についての問題点を整理・

点検議事録（2026 年度） 
改善策を検討した議事録（2027 年
度） 
実施（2028 年度） 

〇 〇 〇 

高等教育推進センター運営委員会 

16 

8 
共通科目運営に関わる組織体制を継続し，基礎教養科目
群・保健医療福祉教養科目群・保健医療福祉連携科目群の

管理、適正化を図る 

1 年に 1 回、基礎教養科目群・保健
医療福祉教養科目群・保健医療福
祉連携科目群の問題点を整理、点検
した議事録（2026 年度） 
改善を図る（2027 年度、2028 年
度） 

〇 〇 〇 17 

9 
メディア授業（オンデマンド型／同時双方向型）において双方
向性を確保するための対応方策を整理するとともに、メディア授
業を活用した新たな取組を全学的に共有する 

メディア授業において、双方向性を確保

するための対応策を整理し（2026 年
度）、新たな取組を 1 年に 1 回以上
共有する（2027 年度，2028 年
度） 

〇 〇 〇 18 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
教育関連組織体制の

構築と教育内容の適
性化のための全学的
な取り組みの推進 
 

10 
大学院教育に関するアセスメントの枠組みについて、運用上の
課題および改善の方向性を整理し、大学院教育の質保証に係
る取組の高度化を図る 

大学院教育に関するアセスメントの運

用上の課題および改善の方向性を整
理した資料の作成の達成度 
運用上の課題の整理（2026 年度） 
改善の方向性の整理（2027 年度） 
改善の方向性を踏まえた運用方法の
高度化（2028 年度） 

〇 〇 〇 大学院の質保証委員会、大学院委
員会 19 

2 
教育に関する横断的企画
を推進し、学生の教育効
果を向上させる 

IR 情報（高校時の成
績、スクーリング参加状
況、すべての入試区分に

おける多面的、総合的
評価内容）と「入学後
の学修状況」との関連に
ついて分析結果 
卒業生状況調査 

1 

IR 情報（高校時の成績、スクーリング参加状況、すべての選抜
区分における多面的、総合的評価内容）と「入学後の学修状

況」との関連について分析し、初年次教育を中心に傾向に応じ
た教育指導を継続する 

IR 情報と「入学後の学修状況」との関
連についての分析結果を示す議事録 
初年次教育等に反映させたことを示す
議事録 

〇 〇 〇 

教育・学生支援機構運営委員会、

IR 戦略委員会、高等教育推進セン
ター運営委員会、教務委員会、
FD・SD 推進委員会、高大医連携
推進委員会 

20 

2 国家試験・資格試験の合格を視野に、要支援学生の早期対

応のためゼミ活動等、少人数指導体制を継続する 

要支援学生の抽出に関する議事録 
少人数・個別指導・外部講師による指
導体制の確立 

〇 〇 〇 21 

3 学修内容の定着度を可視化する仕組みとして習熟度試験結
果を活用し、教育の質を担保するための対策を継続する 

習熟度試験の結果分析と対策の実施
を示す議事録 〇 〇 〇 22 

4 学生の意見を聴取する機会を設け、教育研究活動への学生の
参画を促す 

学生の意見を汲む会議体の PDCA サ
イクル／年 1 回サイクル 〇 〇 〇 23 

5 教育支援において、保護者との連携を強化し、留年リスクを軽

減させる 
保護者との連携強化について検討、実

施したことを示す議事録 〇 〇 〇 24 

6 就職先企業からの卒業生状況調査の結果を分析し、分析結

果を教育課程に反映させる 

卒業生状況調査の分析結果と対策に
ついて検討し、対応したことを示す議事
録 
卒業生状況調査（2027 年度）
（2028 年度） 

〇 〇 〇 25 

7 成績上位層の学生を対象とした学修支援およびキャリア支援の
在り方を検討し、全学および学科ごとに方針を策定する 

成績上位学生を対象とした学修・キャリ

ア支援方針を検討したことを示す議事
録（2026 年度） 
方針の策定（2027 年度） 

〇 〇  26 

8 学習意欲維持および基礎学力向上の観点から、入学前教育
プログラムの単位化を検討する 

入学前教育プログラムの単位化につい

て検討したことを示す議事録（2026
年度、2027 年度） 
検討結果に基づき方針が決定されたこ
とを示す議事録（2028 年度） 

〇 〇 〇 27 

3 

学生（大学院生含む）の

課程全体を通じた成長実
感・満足度に関して調査
し、分析結果を公表すると
ともに、質保証に向けた改
善を進める 

卒業時実態調査 
大学院の在学中・修了
時調査 

1 
卒業時実態調査等を実施し、学生の課程全体を通じた成長
実感や満足度等についての測定を継続し、調査結果をホームペ
ージで公表する 

卒業時実態調査（回収率 90%以
上） 
集計結果を示した HP 上での記載 

〇 〇 〇 
高等教育推進センター運営委員
会、教務委員会、学生委員会、教
育・学生支援機構運営委員会 

28 

2 

学生の課程全体を通じた成長実感や満足度等についての調査
結果を継続的に分析し、学生委員会、高等教育推進センター
運営委員会にて教育活動（正課外の活動も含む）の改善に
繋げる 

成長実感や満足度等についての調査
集計結果 
集計結果を分析内容を示す議事録 

〇 〇 〇 高等教育推進センター運営委員
会、学生委員会 29 

3 
大学院の在学中・修了時の各種調査を実施し、大学院生活に
おける成長実感や満足度を基に教育の改善に繋げるとともに、
調査結果をホームページで公表する 

実態調査（回収率 80%以上） 
調査結果を示した HP 上での記載 〇 〇 〇 大学院教育研究環境委員会 30 

4 学位プログラム制の導入に 本学の研究の強み・特 1 リハビリテーション科学やスポーツ科学の先端的・学際的研究や 本学の研究の強み・特色を活かした教 〇 〇  大学院教育研究環境委員会、大 31 
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よる一貫性のある大学院

教育を目指す 
色を活かした教育課程を

構築するために検討した
ことを示す議事録 

女性のハイパフォーマンスサポート研究といった本学の研究の強

み・特色を活かした教育課程を構築する 
育課程を構築するために検討したことを

示す議事録 
学院委員会、大学院教務委員会、

各専攻・分野 
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教育課程の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 

総括的な教育指導計画を
作成するとともに、単位認
定の適正化を図り、CP と
DP の一貫性を確保する 

クラスサイズの調査結果 
実務家教員科目調査
結果 
アクティブ・ラーニングの実

施科目数調査結果 
シラバス作成・点検マニュ
アル 
卒業時実態調査と卒業

後調査との比較結果 
成績評価分布調査結
果 
ナンバリングの適切性確
認結果 

1 
カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性を確認し、カ

リキュラム・ポリシーに沿った体系的な教育課程が編成、実施さ
れているか確認する 

1 年に 1 回、CP の適切性を確認 
問題点の抽出を示した議事録 〇 〇 〇 

教務委員会 

32 

2 シラバス項目の整理を全学統一的に行い、シラバスの記載内容
の質についてさらなる向上を図る 

1 年に 1 回、シラバス作成・点検マニュ
アル更新 〇 〇 〇 33 

3 授業を行う学生数（クラスサイズ）を調査し、教育効果を十分
上げられるような人数に適正化する 

1 年に 1 回、クラスサイズ調査 
クラスサイズの調査結果 〇 〇 〇 34 

4 実務家教員（5 年以上の実務経験を有する教員）が担当す

る授業科目の割合を調査し、増加させる方策を検討する 
1 年に 1 回、実務家教員科目（割会）
調査 〇 〇  35 

5 

アクティブ・ラーニング（発見学習、問題解決学習、体験学習、
調査学習、教室内でのグループ・ディスカッション、ディベート、グ
ループ・ワーク等）を導入した科目を調査し、アクティブ・ラーニン

グを導入した科目数を増加させる対策を検討する 

アクティブ・ラーニングの実施科目数調
査（2026 年度） 
アクティブ・ラーニング科目 50%以上 

〇 〇 〇 36 

6 成績評価の妥当性確認に関する内容を検討し、定期試験要
綱に記載する 

選択式問題に関する内容を定期試験
要綱に記載（2026 年度） 
記述式問題・レポートに関する内容に
ついての検討議事録（2026 年度、
2027 年度） 
定期試験要綱（2028 年度） 

〇 〇 〇 37 

7 
学修ポートフォリオを通じて正課教育における学生の学修成果を
把握した上で、卒業時実態調査、卒業後調査などの調査結果
と照らし合わせ、CP・DP の適切性を検証する 

学科単位の正課教育の学修成果
（2026 年度、2027 年度） 
卒業時実態調査と卒業後調査との比
較結果（2028 年度） 

〇 〇 〇 高等教育推進センター運営委員
会、教務委員会 38 

8 学科・学年・開講形態の観点から成績評価の分布を把握し、そ
の妥当性を組織的に点検する 

1 年に 1 回、成績評価分布の把握・
点検 
成績評価分布の点検したことを示す議
事録 

〇 〇 〇 
高等教育推進センター運営委員
会、教務委員会、新潟連携教育研
究センター運営委員会 

39 

9 
学位取得および学位審査に関わる各プロセスが適切に遵守さ
れ、学位審査の厳格性および公平性が担保されているかを確

認できる体制を構築する 

学位取得および学位審査に関わるチェ
ックリストの作成（2026 年度） 
確認体制（フロー・担当）の整備
（2027 年度） 
チェックリストを用いた確認（2028 年
度） 

〇 〇 〇 

大学院教務委員会 

40 

10 
DP ルーブリックに基づき、専攻・分野ごとに科目ナンバリングの適

切性を検証し、必要に応じてカリキュラム構成および単位認定
基準を検討する 

専攻・分野別の科目ナンバリングの適

切性を検証したことを示す議事録 〇 〇 〇 41 

2 
DX を推進し、基礎教養、
保健医療福祉教養教育
の充実化を図る 

実践的なデータサイエン
ス教育を行う数理・デー

タサイエンス・ＡＩに関す
る授業科目 
メディア授業として実施し
ている保健医療福祉教

1 
企業等の実データ等を用い、組織の課題解決に資するデータ分

析などの実践的なデータサイエンス教育を行う数理・データサイエ
ンス・AI に関する授業科目の内容を検討する 

実践的なデータサイエンス科目の内容
について検討したことを示す議事録

（2026 年度） 
実施実績（2027 年度、2028 年
度） 

〇 〇 〇 
高等教育推進センター運営委員会 

42 

2 学生生活の多様化に対応するために、保健医療福祉教養科 保健医療福祉教養科目群のメディア 〇 〇 〇 43 
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教育課程の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

養科目一覧、科目数

（大学院含む） 
英語教育に関するニーズ
調査結果 

目群のメディア授業（オンデマンド型）化を検討する 授業（オンデマンド型）開講率 70%

もしくはメディア授業（オンデマンド型）
履修率 90%（2028 年度） 
※2025 年度 開講率 57.6%、履修
率 86.4% 

3 英語教育の DP を各学科のカリキュラムポリシーと紐づけた教育
内容を検討する 

全学科において英語教育に関するニー
ズ調査（2028 年度） 
学科ポリシーと紐づけた英語授業を 3
学科に実施（2027 年度） 
5 学科以上に実施（2028 年度） 

〇 〇 〇 中央教育センター運営委員会 44 

4 
DX を活用し、国内外の大学院生が言語的条件等に左右され

ることなく、円滑に高度な教養を身につけるため、共通教育課程
を受講できる教育環境を整備する 

共通教育課程における国内外大学院
生の学修上の課題（言語的条件

等）の把握・抽出（2026 年度） 
DX 活用を含む学修支援方策の検討
したことを示す議事録（2027 年度） 
実際に運用を開始（2028 年度） 

〇 〇 〇 大学院教務委員会 45 

3 保健医療福祉連携教育
の充実化を図る 

連携教育の基本方針 
連携基礎ゼミの運用の
検証結果 
連携総合ゼミのモジュー
ル数 
連携総合ゼミ履修者数 
大学院連携教育プログ

ラムにおける学修成果を
検証 

1 高大医連携の観点から、本学の連携教育の基本方針を作成
し、連携教育の体系を構築する 

連携教育の基本方針の作成（2026
年度） 
連携科目のカリキュラムの改善と効果
検証（2027 年度） 

〇 〇 〇 

新潟連携教育研究センター運営委
員会 

46 

2 
連携基礎ゼミを文理横断・文理融合科目と位置づけ、当該科
目の意義やねらいなどを学生に明示し、当該科目の改善やその

検証を行う 

連携基礎ゼミの意義や狙いについて検
討（2026 年度）検討を示した議事
録 
新たな連携基礎ゼミの運用（2027

年度） 
改善とその検証（2028 年度） 
検証したことを示す議事録 

〇 〇 〇 47 

3 連携総合ゼミのモジュールの充実化に加え、当該科目の配置や
在り方を検討し、履修者増加を図る 

1 年に 1 回、モジュール別満足度・履

修者数調査 
履修者増に向けての対策を検討したこ
とを示す議事録 

〇 〇 〇 48 

4 
連携基礎科目および連携教育プログラムにおける学修成果を検
証し、実践的な保健医療福祉連携を通じて多職種連携を先
導する力を育成する教育課程へと高度化する 

1 年に 1 回、DP ルーブリック評価に基
づき、多職種連携を先導する力に関す
る学習成果の検証 
学習成果を検証したことを示す議事録 

〇 〇 〇 大学院教務委員会 49 

4 

高等学校および医療機関

等との一貫した連携教育
の推進により、将来優れた
「QOL サポーター」として活
躍が期待される人材を本
学入学前から発掘し、育

成を推進する 

「チーム医療体験会」参
加高校数、参加人数、
参加者の満足度、参加
者からの入試出願数の

調査結果 
探究活動の支援に関す
る高校の満足度、リサー
チフェスタ登録演題数、
連携校からの出願数調

査結果 
出前授業・模擬授業の
実施数、満足度調査結
果 

1 高校生に対する「チーム医療体験会」を充実させる 

1年に1回、参加高校数、参加人数、
参加者の満足度、参加者からの入試
出願数の調査 
改善点をまとめた議事録 

〇 〇 〇 

高大医連携推進委員会 

50 

2 連携協定校の探究活動の支援を充実させる 

1 年に 1 回、探究活動の支援に関する
高校の満足度、リサーチフェスタ登録演
題数、連携校からの出願数を調査 
改善点をまとめた議事録 

〇 〇 〇 51 

3 高大連携入試による入学生に対して大学が提供する入学前教
育プログラムを検討する 

入学前教育プログラム数 
入学前教育プログラムの是非を含めて
検討したことを示す議事録（2026 年
度） 

〇   52 
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教育課程の充実 
 
 

連携校との意見交換会

の実施回数 
高大医連携における医
療機関での職場体験参
加高校数、参加人数、

参加者の満足度の調査 

4 出前授業や模擬授業（オープンキャンパスでの授業も可）等に
より高校生へ学修機会を提供し、充実させる 

1 年に 1 回、出前授業・模擬授業の

実施数、満足度を調査 
改善点をまとめた議事録 

〇 〇 〇 53 

5 高等学校との定期的な意見交換会を実施する 
1 年に 2 回以上、連携校との意見交

換会の実施 
意見交換会の議事録 

〇 〇 〇 54 

6 高等学校と大学の合同研修を実施し、充実させる 

1 年に 2 回以上、高等学校との合同
研修を実施各回における参加高校

数、高校教員の満足度を調査 
改善点をまとめた議事録 

〇 〇 〇 55 

7 医療機関と連携、協働し、高校生の職場体験の機会を充実さ

せる 

1年に1回、参加高校数、参加人数、
参加者の満足度の調査 
改善点をまとめた議事録 

〇 〇 〇 56 

8 
地域の医療機関と高等学校、および関係機関と連携、協働
し、地域で働く医療・福祉関連の人材の地域輩出について検討

する 

1 年に 1 回以上、高大医接続の観点
から、人材の地域輩出における計画を

検討したことを示す議事録 
〇 〇 〇 57 

5 

DX を推進し、全学科で国

家試験・資格試験合格率
100％を実現するために、
資格試験対応の充実化を
推進する 

全国家試験・資格試験
合格率 

1 
各学科において、時期に見合った対策を計画・実施するととも
に、個々の学生の達成度について可視化し、成績低迷者に対
する学習の強化を継続する 

毎月の月次報告書 
強化メンバー確認シートの共有 〇 〇 〇 

国家試験・資格試験対策委員会、
IR 戦略委員会 

58 

２ 臨床実習中や休日、荒天などの場合においても活用可能な e
ラーニングシステムによる国家試験・資格試験対策を充実させる 

1 年に 2 回、e-ラーニングシステムの種
類と活用度について調査する 
効果的な方法を検討したことを示す議
事録 

〇 〇 〇 59 

3 
IR 戦略委員会と連携し、模擬試験等の成績・国家試験の自
己採点結果・合否結果のデータ共有を図り、対策強化に向けた

緻密な分析とフィードバック体制を構築する 

毎月、月次報告書について IR 戦略委
員会と共有する 
1 年に 2 回、分析結果のフィードバック

体制の構築について検討したことを示す
議事録 

〇 〇 〇 60 

4 
国家試験受験手続きのオンライン化（Me-LeX 導入）に向け

た各学科の取り組み状況について把握し、確実な運用ができる
よう検討を継続する 

毎年、厚労省の運用フローに基づいた
各学科の取り組み状況について確認 
運用について検討したことを示す議事
録 

〇 〇 〇 61 

6 教職支援を拡充する 教員採用試験受験者と
合格者数 

1 教員採用試験合格者を増やすために、3 部会ごとに取り組みの

成果の分析および成果の分析に基づく重点化を行う 

1 年に 2 回以上、成果の分析とそれに
基づく重点化の検討 
検討したことを示す議事録 
教採合格者 10 人以上 

〇 〇 〇 

教職支援センター運営委員会 

62 

2 
教職支援センターの学内講座の更なる充実のための人員整備

と教職に就いた卒業生とのネットワークを強化するための環境整
備を行う 

学内講座について満足度 80%以上 
卒業生とのネットワークを活用したイベン
トの満足度 80%以上 

〇 〇 〇 63 

7 
成績不振者教育を推進
し、成績不振による退学者
0 を目指す 

退学者数、退学率、休
学者数、休学率 

1 教育の質を担保するため、院生講師（TA・SA）や学修支援
ピアサポーターの研修制度とマニュアルの整備を行う 

1 年に 2 回、研修を実施する 
受講率は 90%以上 〇   

図書館・学修支援委員会 

64 

2 学生の意見を聴取し、学修支援ピアサポーターの具体的な活用
法を検討し実施する 

1 年に 2 件以上、学生意見を反映し
た学修支援の改善を図る 〇 〇  65 

3 理数系科目の基礎を学ぶ定期的な補習セミナーを実施する 補習セミナー参加学生の単位修得率

80％以上とする 〇 〇  66 
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アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

4 入学前教育および初年次教育の効果を検証し、専門教育への

接続の観点からその内容を充実させる 
入学前教育、初年次教育における効

果の検証結果 〇 〇  高等教育推進センター運営委員会 67 

8 「知のスペシャリスト」として
の実践力を強化する 

対策を検討したことを示
す議事録 1 新たな「知」を学術界や社会の発展に還元するためのスキルを磨

くための教育課程を充実させる 
1 年に 1 回以上、対策について検討し
たことを示す議事録 〇 〇 〇 大学院教務委員会 68 

 
3 

 

教授法の更なる改善 
（DX の推進および
ICT 教育の充実を含
む） 

1 

学生の主体的な学びを促

進し、向学心を高揚させる
ための教育改善を推進す
る 

セミナー参加率 70％以
上（2026 年度） 
セミナー参加率 80％以
上 （ 2027 年 度 ，
2028 年度） 

1 
授業を担当する基幹教員等に対し、ティーチング・ポートフォリオ
（授業や指導の業績を記録した教育業績ファイル）の導入や、
教育改善に活用する仕組みについて検討する 

1 年に 1 回以上、ティーチング・ポートフ
ォリオについて評価項目の内容、活用、
導入、教育改善の仕組み等について
検討したことを示す議事録 

〇 〇 〇 FD・SD 推進委員会、高等教育推
進センター運営委員会 69 

2 全ての実務家教員に対し、大学教員として必要となる教授法や
最新の学術内容を教育するセミナーの受講率を高める 

セミナー参加率 70%以上（2026 年
度） 
セミナー参加率 80%以上（2027 年
度、2028 年度） 
 ※2025 年度 1 月時点 64% 

〇 〇 〇 FD・SD 推進委員会 70 

2 

教育改善のために授業評
価アンケートならびにグッド
プラクティスセミナーを推進
する 

授業評価回答率 60％
以上（2026 年度）、

65％以上（2027 年
度 ） 、 70% 以 上
（2028 年） 
教員のフィードバック率

60％以上（2026 年
度 ） 、 65 ％ 以 上
（2027 年度）、70％
以上（2028 年度） 
グッドプラクティス共有セミ
ナー参加率 40％以上
（2026 年度）、50％
以上（2027 年度）、
60％以上（2028 年

度） 

1 
授業評価アンケートについて、授業形態や履修者数に応じた回
答率を高めると共に効果的なフィードバックの方法の検討を継続
する 

授業評価回答率 60%以上（2026
年度）、65%以上（2027 年度）、

70%以上（2028 年度）※2025
年度 44% 
 教員のフィードバック率 60%以上
（2026 年度）、65%以上（2027
年度）、70%以上（2028 年度）

※2025 年度前期 42% 

〇 〇 〇 

教育・学生支援機構運営委員会、
FD・SD 推進委員会 

71 

2 
授業評価アンケートの結果を学科長および責任者が共有し、各
学科および関係部署で低評価科目担当教員に対し、教育改

善を促すことを継続する 

1 年に 1 回以上、学科長および責任
者と共有 
 低評価科目担当教員に対し教育改
善指示 

〇 〇 〇 72 

3 グッドプラクティス共有セミナー等において優れた教授方法の紹介

を継続的に実施する 

グッドプラクティス共有セミナー参加率
40%以上（2026 年度）、50%以

上 （ 2027 年 度 ） 、 60% 以 上
（2028 年度） ※2025 年度 40% 

〇 〇 〇 73 

4 教育環境の充実 

1 
DX を推進するとともに、
ICT 教育の受講環境の整
備を強化する 

ICT の環境に関する全
学的な方針、教育計画 

1 

ICT の環境の整備、教職員を対象とした技術支援・教育支援
体制の整備、セキュリティへの対応に係る全学的な方針を作成

し、ICT を利活用した質の高い教育を実現するための全学的な
計画を策定する 

ICT の環境に関する全学的な方針作
成（2026 年度） 
 ICTを利活用した全学的な教育計画
を策定（2027 年度、2028 年度） 

〇 〇 〇 

高等教育推進センター運営委員会 

74 

2 ICT を利活用した授業を実施するための教授設計支援、個別

相談・指導、ヘルプデスクの設置等について検討する 

1 年に 1 回以上、ICT を利活用した授

業展開について検討したことを示す議
事録 

〇 〇 〇 75 

2 学生の自己学修環境の整
備を推進する 

学修支援環境（教材
公開・ピアサポート等）
に対する学生満足度 

1 e-ラーニングなど ICT を利活用した自主学修支援を継続すると
ともに、アクセス状況等を調査し環境整備を継続する 

1 年に 1 回、e-ラーニングを活用した学
習状況の調査環境整備改善を検討し

たことを示す議事録 
〇 〇 〇 高等教育推進センター運営委員会 76 

2 デジタルライブラリーとの統合を検討し、オープンな教育リソースを
継続的に公開する 

年 2 本以上新規教材を作成し公開す
る 〇 〇  

図書館・学修支援委員会 
77 

3 学修支援ピアサポーターの学修支援活動を活性化させ、効果を
検証する 

ピアサポーター制度の年間利用学生数
を前年度比 10％以上増加させる 〇   78 

3 国際的な人材育成を推進
する環境を整備する 

TOEIC-IP テストの実施
（年 4 回） 1 TOEIC-IP テスト等の実施に加え、外国語運用能力向上や多

文化理解能力向上に資する諸活動を展開する 
年 4 回、TOEIC-IP テストの実施 
年 6 回以上、多文化・他言語に触れ

〇 〇 〇 中央教育センター運営委員会、国
際交流センター運営委員会 79 
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多文化・他言語に触れ

る活動の実施（年 6 回
以上） 
教職員対象の Small 
Talk 開催（隔週） 
教員海外派遣研修の実
施（1 年に 1 回、教員
4 名派遣） 

る活動の実施 

2 国際的な視野を持った QOL サポーター育成のために、教職員を

対象にした研修を実施する 

教職員対象の Small Talk を隔週で
開催 
1 年に 1 回、教員海外派遣研修の実
施（教員 4 名派遣） 

〇 〇 〇 80 
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ドメイン３ 「学生支援の充実（AP、入試広報関係含む）」  

長期目標（2021～2030 年度）：「優れた QOL サポーター」を育成するために AP を踏まえた適正な入学者選抜を実現し、学生の満足度を向上させるとともに、面倒見の良い大学としての学修環境と支援を構築する 

ドメイン責任者：教員担当副学長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適正な入学者選抜を
実現し、選抜方法の

適正を検証（AP 検
討 ・ 整 合 性 等 を 含
む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 入試区分と AP の整合性
を調査する 

選抜区分ごとの 1 年次
GPA と経年変化 

1 

学力の 3 要素を踏まえた STEPS で構成される AP に沿った入
学者選抜が、適切な体制のもと各選抜区分において運用され

ているかについて年度毎に検証するとともに、各学部・学科の
DP・CP と AP の整合性について継続的に検証し、必要に応じて
見直しを図る 

学力の 3 要素に対する選抜区分ごとの
評価項目とのマッチング 〇 〇 〇 入試委員会 81 

2 
学位プログラムの AP に沿った入学者選抜が、適切な選抜区
分・体制のもと、実施されていることを検証し、必要に応じて見直
しを図る 

入試区分ごとの GPA やその経年変化 〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 82 

3 

入学者選抜の妥当性を高めるため、すべての選抜区分毎に入

学後の学修状況等（入学後の学生の成績、成績以外の学修
成果、留年・中退率、国試・資格試験合格率、卒業後の進路
等）を調査し、高等学校関係者等の知見を活用しつつ検証す
ることを継続する 

入試区分別GPAとその経年変化学籍
移動の割合 
留年率 

〇 〇 〇 入試委員会、IR 戦略委員会 83 

2 
入試関連の DX を推進す
るとともに、選抜方法や入
試制度について検討する 

志願者数 

1 受験生ニーズや競合大学の動向等を調査・研究し、選抜区分
や選抜区分別の選抜方法について検討する 

入学定員充足率 
志願倍率，議事録 〇 〇 〇 

入試委員会 

84 

2 

入学者選抜において、資格・検定試験等の活用に加え、数理・

データサイエンス・AI の応用力を判定するための「数学」又は「情
報」の問題や、「思考力・判断力・表現力等」を判定するための
記述式問題の出題について検討する 

英語における資格・検定試験等の利

用率（2026 年度） 
 選択科目における「数学」・「情報」の
選択率 

〇 〇 〇 85 

3 

入学後に主専攻分野を決定する仕組み（レイトスペシャライゼ

ーション等）や、主専攻分野以外の分野の課程を体系的に履
修することができるような仕組み（主専攻・副専攻制等）の導
入の可能性について検討する 

転部転科利用数・割合 〇 〇 〇 86 

4 経済支援に繋がる入試制度の検討を継続する A 特待、B 特待の入学率 〇 〇 〇 87 

5 出願書類や合格通知書等の通知書類、筆記試験の電子化な
どによる WEB を活用した入試制度設計を継続して検討する DX 化の割合 〇 〇  88 

6 本学の高大連携教育の充実化の結果としての入学者の獲得に

向けての対策について検討する 連携校からの入学者数 〇 〇 〇 高大医連携推進委員会 89 

7 新たな分野・学位プログラム・コース設置における適切な入学者
選抜制度を構築する 

新たな分野コースにおける適切な入学
者選抜制度を検討し構築する（2028

年度） 検討議事録 
  〇 大学院入試広報委員会 90 

8 国内外からの大学院進学を促進するため、出願から面接までオ
ンラインで完結可能な入学者選抜の体制を維持する 

毎年度，オンライン入試選抜を実施す
る 〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 91 

9 修士課程修了生の進学を促進するための入試制度として、推
薦による大学院博士後期課程入学者選抜の導入を検討する 

推薦による大学院博士後期課程入学
者選抜の導入を検討する（2028 年
度） 検討議事録 

〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 92 

3 DX に よ る 入 試 情 報

（AP、選抜方法等）の
志願者数 1 大学ホームページや各種 SNS 等の WEB を活用した入試情報

の提供を促進する 
受験生応援サイト PV 数：200 万 PV

／年 〇 〇 〇 入試委員会、広報委員会 93 
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1 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
適正な入学者選抜を
実現し、選抜方法の
適正を検証（AP 検

討 ・ 整 合 性 等 を 含
む） 
 
 
 
 
 
 

提供を促進する 
2 WEB オープンキャンパスや各種 LIVE 配信、高校教員を対象と

したイベントを開催し、入試情報の提供を促進する 
各種 LIVE 配信実施回数：25 回／

年 〇 〇 〇 入試委員会、広報委員会 94 

3 
高大医連携の強化において、高校生への学修機会の提供や意
見交換会や合同研修会の開催を検討すると共に、志願者の増

加を促進する 

高大連携校からの年内入試出願数：
220 件／年 〇 〇 〇 広報委員会 95 

4 各種イベント、大学院 HP や SNS 等の WEB を活用して、入学
者選抜試験および奨学金・修学支援に関する情報を提供する 

入学者選抜および奨学金・修学支援
に関する情報を提供する HP 〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 96 

4 
DX を推進し、大学院ブラ

ンディングを加速させ、選ば
れる大学院を実現する 

学 生 募 集 イ ベ ン ト 回

数，参加者数，学部
生の参加数 
ターゲット別の出願数 

1 
各分野の特色を鮮明化するとともに、ターゲット（学部生、卒業
生、社会人、留学生）に応じた広報戦略をもとに広報活動を
進める 

各ターゲット別の出願数 〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 97 

2 
SNS やメディア等での積極的な情報発信およびオープンキャンパ

ス等のイベント増加によって、学部生が大学院に接する機会を
増やす 

学生募集イベント回数、参加者数、学
部生の参加数 〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 98 

3 
同窓会ネットワークを通じて大学院に関する情報を発信するとと
もに、大学院教育を通した卒業生のアップスキリングと学位取得

によるキャリアアップを支援する 
既卒生の出願数 〇 〇 〇 大学院入試広報委員会 99 

2 学修環境の整備と拡
充 

1 
DX を推進し、図書館の電
子コンテンツの環境整備を
進める 

電子資料の利用件数を
前年度比 10％以上増
加させる 

1 
学外で利用可能な資料の拡充を目的に、学科図書費で購入
する資料の 1 割を電子版で購入するとともに、電子資料の利用

促進を図る 

シラバスや授業課題と連携した電子を
含む図書館資料の活用事例 年 2 件

以上 
〇 〇 〇 

図書館・学修支援委員会 

100 

2 教育・研究支援ソフトの利便性向上を検討し、利用に関する初
心者向けセミナーを実施する 

講習会参加者のうち「活用できるように
なった」と回答した割合を 80％以上と
する 

〇 〇 〇 101 

2 

大学規模拡大・学科新設
に対応した図書館機能の
充実を検討し、利用環境
の整備を行う 

資料数、書架スペース 1 書架の増設及び書庫、閲覧席、学修スペースの拡充を検討す
る 

約 10 万冊分（2 階開架と 3 階自習
室に保管中の資料数）の新たな書架
スペースを確保する 

〇 〇 〇 図書館・学修支援委員会、総務部 102 

3 

大学院生一人一人を大
切に育てるための安心・安

全な学修体制を構築し、
退学者 0%を目指す 

退学者数、退学率、休

学者数、休学率 

1 
大学院進学希望者、大学院生および大学院担当教職員が、3
つの方針および学位授与の方針等、大学院教育を理解できる
体制を構築する 

3 つの方針および学位授与の方針 〇 〇 〇 大学院教務委員会、大学院入試
広報員会 103 

2 ネットワーク型支援による学籍異動リスクの予測と対応を進める 退学者数、退学率、休学者数、休学
率 〇 〇 〇 大 学 院 教 育 研 究 環 境 委 員 会 、

MHS、各専攻・分野 104 

3 
健康管理支援体制の
強化（メンタルヘルス
含む） 

1 健康管理センターの機能
充実を図る 

救急蘇生法に関する動
画の提供 
急救命に関わる装備を
示す案内 

1 
全教職員を対象にした救急蘇生法の習得を目指す救急蘇生

法実習および全教職員、全学生を対象にした救急蘇生法に関
する動画の提供を継続する 

救急蘇生法に関する動画の提供を示

した議事録 〇 〇 〇 
健康管理センター運営委員会 

105 

2 救急救命に関わる装備（担架などを含む）を充実させ、その周
知を継続する 救急救命に関わる装備を示す案内 〇 〇 〇 106 

2 
DX を推進し、学生相談

（心理相談）体制の機
能向上を図る 

学生心理相談の件数 
メンタルヘルス支援数 
研修会数 

1 
学生相談記録の電子化を進めるとともに、毎月の学生心理相
談の件数を継続して分析し、学生相談員の過不足について検
討する 

学生心理相談の件数 〇 〇 〇 健康管理センター運営委員会、学
生相談室、メンタルヘルス支援室 107 

2 

心身に不調をきたした学生に対して、学生記録・医務室記録の
電子化を進め、メンタルヘルス支援室、学科、分野、各センター
と健康管理センターの連携を強化する。更に、学生数増加に対
応してメンタルヘルス支援室の拡充、専門職員の配置を進める 

メンタルヘルス支援室、学科、分野、各
センターと健康管理センターの連携を示
した議事録 
研修会案内 

〇 〇 〇 健康管理センター運営委員会、学
生相談室、メンタルヘルス支援室 108 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

3 
インフルエンザ等感染症に

対する学内感染予防強化
を図る 

学内感染予防対策に関
する議事録 1 感染症が流行した場合に学内感染予防対策について検討する 学内感染予防対策に関する議事録 〇 〇 〇 健康管理センター運営委員会 109 

4 

学生が、自らの健康に対す
る意識を高めるとともに、必
要なときに適切な支援を受
けることができる体制を構

築する 

健康と支援に関するアン
ケート、健康に関する相
談の実施頻度 

1 
学生健康診断の電子化を進め、学生が自らの健康状態を正し

く理解し、健康上の課題を自分で改善するための情報を提供す
る 

健康診断受診率 〇 〇 〇 

健康管理センター運営委員会 

110 

2 

学生が自らの健康（特に、メンタルヘルス）への意識を高めるた
めに、1 年次に心と体の健康調査、PHQ9 を実施し、心身問わ

ず多様な課題を抱える学生に対して、大学として最大限サポー
トをできる体制を推進する 

心と体の健康調査、PHQ9 データ 
健康に問題を抱える学生に対する支
援の回数 

〇 〇 〇 111 

3 

学生記録表記載の心身の健康状態についての申告について電
子化を進め、心身問わず多様な課題を抱える学生に対して学

科および関係部署と連携しながら対応し、学生が必要とした際
には、大学として最大限サポートをできる体制を推進する 

学生記録表記載の心身の健康状態

記載内容について学科および関係部
署と共有、対応したことを示す議事録 

〇 〇 〇 112 

4 合理的配慮の申請があった学生に対し、全学的な方針、計画

に基づき合理的配慮を実施する 

合理的配慮の申請数 
合理的配慮の申請に対する検討議事
録 

〇 〇 〇 113 

4 生活支援体制の拡充 

1 
学生の福利厚生施設、構

内交通環境等、学内生
活環境の充実を図る 

学内生活環境の充実に

ついて検討した議事録 

1 学生の福利厚生施設、構内交通環境等の学内生活環境の
充実を継続して検討する 

学内生活環境の充実について検討し
た議事録 〇 〇 〇 

学生委員会、交通安全委員会、総

務部 

114 

2 学生自身によって学内生活環境を充実させるための支援を継
続する 

学内生活環境の充実について検討し
た議事録 〇 〇 〇 115 

2 

学生生活全般に関する調

査等を継続し、学生サービ
スに対する学生の意見や
要望等を把握し、検討結
果を活用する体制を整備
する 

学生の意見・要望の分
析結果 
学生生活調査 

1 

アンケートや学生との対話をはじめとする、学修支援、学生生

活、学修環境などに対する学生の意見・要望をくみ上げるシステ
ムを稼働させ，学生の意見・要望の分析結果を教育研究や大
学運営の改善・向上に反映させる 

学生の意見を汲む会議体の PDCA サ
イクル／年 1 回サイクル 〇 〇 〇 

学生委員会 

116 

2 生活相談、学生の課外活動への支援をはじめとする学生サービ

スを、学生の多様性に配慮して適切に実施する 
生活相談・学生の課外活動への支援

記録 〇 〇 〇 117 

3 県人会組織の活性化により、県外出身の学生間交流を充実さ
せる 県人会イベント数 〇 〇 〇 118 

4 学生生活等の要因による休学・転部転科・退学、休学および
留年の分析し、対応策を講じる 

休学・転部転科・退学、休学、留年率 
学生生活等の要因による休学・転部
転科・退学、休学及び留年などへの対
応について検討したことを示す議事録 

〇 〇 〇 119 

3 学生の自動車事故ゼロを
目指して、取組を継続する 

学生の自動車事故ゼロ 
学生向けならびに教員
向け交通安全講習会の
実施 

1 学生一人ひとりが安全運転の当事者であるという自覚を持てる
よう、継続的かつ実効性のある事故防止策を推進する 

事故防止策について検討した議事録 
学生の自動車事故ゼロ 〇 〇 〇 交通安全委員会 120 

4 

障がいのある学生の利便
性向上を目的に、図書館
サービス等の学内設備の

見直しを行う 

障がい学生支援サービス
の認知度 

1 施設・設備のバリアフリーなど障がいのある学生の利便性向上を
目的とした学内設備の点検を継続する 安全性と利便性についての調査 〇 〇 〇 学生委員会、総務部 121 

2 障害のある学生の実際の利用状況や声を把握し、設備・サービ
スの運用改善につなげる 

対象学生における支援サービス認知度
を 80％以上とする 〇 〇  図書館・学修支援委員会 122 

5 大学院生に対する経済サ
ポートを見える化し、学部

志願者数、志願者特
性、経済サポートに関す

1 大学院生への経済的サポートによって生活支援体制を拡充し、
研究力強化機能を高められる環境を構築する 

奨学金等の種類 
 利用件数 〇 〇 〇 大学院委員会 123 
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生の進学者数を増加させ

る 
る院生アンケート 

2 本学教員が本学博士後期課程に進学する際の経済的支援を

充実させる 支援制度検討議事録 〇   大学院委員会 124 

5 
キャリア支援の拡充と、
全学科・分野における
就職率 100％実現 

1 地域と連携した人材育成

を行う 

企業、連携協定を締結
した医療機関等の施設

関係者と意見交換議事
録 

1 学修成果に関する情報提示のあり方を企業等と意見交換しつ
つ、その結果に応じて改善や見直しを行う 1 年に 1 回実施、意見交換議事録 〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会 

社会連携推進センター委員会 125 

2 連携協定を締結した医療機関等の施設関係者と意見交換を
行い、教育プログラムの構築を推進する 

1 年に 1 回実施、意見交換議事録 
 教育プログラム検討議事録 〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会 

高大医連携推進委員会 126 

2 キャリア教育を拡充する 

単位認定を伴う２週間
以上のインターンシップ科
目の設置数 
意見交換会の実施回
数，参加企業数 

1 企業等と協定等に基づき，単位認定を伴う 2 週間以上のイン

ターンシップ科目の設置について検討する 
インターンシップ科目の設置についての

議事録 〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会 
教務委員会 127 

2 同窓会と連携しつつ、卒業生がキャリア教育に関わる機会を拡
充する 

キャリア教育の拡充を検討するキャリア
教育部会を年 4 回開催 〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会 

同窓会・生涯学修連携推進委員会 128 

3 
ディプロマサプリメントの情報が企業等の学生の就職先の採用プ
ロセスにおいて有効に活用されるよう企業等と意見交換を実施
し、その結果に応じて改善や見直しを行う 

ディプロマサプリメントを提示した企業数 
意見交換の実施回数 
意見交換会の参加企業数 

〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会 129 

4 キャリア教育を教育課程に取り入れ、適切に運営する 実践行動学において実施 〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会 130 

3 

卒業生のキャリア等に関す
る調査を実施するとともに
調査結果を教育活動等の

改善に反映させる取り組み
を継続する 

就職先における卒業生
の状況調査分析結果 
過年度卒業生に対する

アンケート調査分析結
果 

1 卒業生の就職先に状況調査を行い、分析結果を学科および関
係委員会へ報告する 1 年に 1 回、状況調査、分析 〇 〇 〇 

キャリア支援センター運営委員会 

131 

2 過年度卒業生に対してアンケート調査を行い、分析結果を学科

および関係委員会へ報告する 1 年に 1 回、アンケート調査、分析 〇 〇 〇 132 

4 

大学院修了者および就職
先との持続的な連携に基

づき、持続的な学びを促
進するとともに、本学大学
院の教育の質を保証する
体制を整備する 

大学院修了者リスト、修

了生および就職先アンケ
ート結果 

1 大学院生のキャリア形成のセミナーを実施する 1 年に 1 回、セミナーの実施 
 受講後アンケートの満足度 〇 〇 〇 大学院・国際交流課 133 

2 大学院修了者およびその就職先を対象としたアンケートを実施
し、社会が本学大学院に求める能力を調査する 1 年に 1 回、セミナーの実施 〇 〇 〇 大学院・国際交流課 134 

6 課外活動の支援強化 1 
各種クラブ・サークルおよび
学友会の活動支援を強化
する 

支援内容を示す議事録 1 伍桃祭を含む学友会活動の活性化を継続的に支援する 支援内容を示す議事録 〇 〇 〇 学生委員会 135 

7 学生の人権保護の徹
底（ハラスメントゼロ） 

1 

学生が、公平・公正な教
育を享受できる環境を整
備するとともに、安心して活
動できる大学、大学院であ
ることを理解できるよう、周

知を徹底する 
学生向けならびに教員

向けセミナーの実施回数 
認定されたハラスメントの
件数 

1 学生向けに人権を理解するための学修セミナーを継続して開催
し、受講率と理解度を確保する 

学生向けセミナーの実施回数 
研修参加率 93％以上 〇 〇 〇 人権委員会 136 

2 教職員における予防意識
の向上を図る 2 ハラスメント相談事例（情報）や留意事例の学内共有に向け

た方法の検討と意見集約 
検討結果を示す議事録（学内共
有） 〇 〇 〇 

人権委員会 

137 

3 
教職員向け教育プログラム
を実施し、ハラスメント等防
止に向けた行動化を図る 

3 
人権の理解ならびにハラスメント防止に関する教員向けセミナー
を継続的に実施するとともに、ハラスメント防止への取り組み等に
関する理解度調査を実施する 

1 年に 1 回、開催 
受講後アンケート 〇 〇 〇 138 

8 後援会との連携強化 1 後援 会 との連 携を 強化
し，学生支援を推進する 連携内容を示す議事録 1 学生の就学環境の整備、健康管理、学外実習、国家試験対

策などを更に推進するため、後援会との連携をより充実させる 連携内容を示す議事録 〇 〇 〇 後援会事務局 139 
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ドメイン４ 「研究機能の強化（産学連携の推進含む）」 

長期目標（2021～2030 年度）：保健・医療・福祉・スポーツ領域を核とした『SHAIN ビジョン＊』の実現に向けて、研究に関する「人材」、「資金」、「環境」の強化と循環を促進する。これにより、独自の研究拠点を形

成し、大学のブランド化を推進するとともに、SDGs「すべての人に健康と福祉を（あらゆる年齢のすべてのヒトの健康的な生活の確保と福祉を推進する）」の達成に貢献する 

 ＊『SHAIN ビジョン』 保健・医療・福祉・スポーツ領域を核とした先端的・学際的研究及び人材育成、ならびに医療・健康産業におけるイノベーション創出を促進し、Society 5.0 における共生社会を支える研究拠点と

して持続的な発展を目指す。（Sustainability & Development：持続と発展，Human resource development：人材育成，Advanced research & Innovation：先端研究とイノベーション，

Network & Core Platform：ネットワークと拠点形成） 

ドメイン責任者：研究・産官学連携担当副学長、研究科長  

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 

研究推進 
（科研費，研究奨励
金，研究成果・論文
数 up 等を含む） 
 
 

1 

科研費申請率 90％以
上、採択率40％、保有率

70%以上を達成する 
 

研費申請率、採択率、
保有率 

1 学科別の科研費獲得状況を評価し、学科独自の対策を充実
させる ー 〇 〇 〇 

研究推進部、科研費対策委員会 

140 

2 2027 年度科研費：申請率 86％以上、採択率 35％、保有

率 67％ 申請率、採択率、保有率 〇   141 

3 2028 年度科研費：申請率 87％以上、採択率 36％、保有
率 68％ 申請率、採択率、保有率  〇  142 

4 2029 年度科研費：申請率 88％以上、採択率 37％、保有
率 69％ 申請率、採択率、保有率   〇 143 

2 

リハビリテーション科学とスポ
ーツ科学の融合による先
端的研究を推進し、科研
費審査区分「スポーツ科
学、体育、健康科学およ

びその関連分野」において
全国 3 位以内を維持し、
当該区分において、新規
採択累積数 135 件、配

分額（直接経費）3 億
円を達成する 

文科省発表の区分順

位、新規採択累計数、
配分額（直接経費） 

1 

2027 年度科研費：「スポーツ科学、体育、健康科学およびそ

の関連分野」3 位以上を維持するとともに，新規採択累計数
115 件以上、配分額 3 億 4000 万円（直接経費：2 億
7000 万円）以上 

文科省発表の区分順位、新規採択
累計数、配分額（直接経費） 〇   

研究推進部、科研費対策委員会 

144 

2 

2028 年度科研費：「スポーツ科学、体育、健康科学およびそ

の関連分野」3 位以上を維持するとともに，新規採択累計数
120 件以上、配分額 3 億 6000 万円（直接経費：2 億
8000 万円）以上 

文科省発表の区分順位、新規採択
累計数、配分額（直接経費）  〇  145 

3 

2029 年度科研費：「スポーツ科学、体育、健康科学およびそ

の関連分野」3 位以上を維持するとともに，新規採択累計数
125 件以上、配分額 3 億 8000 万円（直接経費：2 億
9000 万円）以上 

文科省発表の区分順位、新規採択
累計数、配分額（直接経費）   〇 146 

3 
研究奨励金およびサポート
デスクを効果的に運用し、
科研費獲得に結び付ける 

奨励金採択者およびサ
ポートデスク利用者の次
年度科研費採択率 

1 スタート支援、若手支援、基盤形成の採択者における次年度
科研費採択率 50％以上 奨励金採択者の科研費採択率 〇 〇 〇 

研究推進部、科研費対策委員会 
147 

2 サポートデスク利用者における次年度科研費採択率 50％以上 サポートデスク利用者の科研費採択率 〇 〇 〇 148 

4 科研費以外の大型研究
費への申請を推進する 

大型研究費への申請件
数、採択件数 

1 私立大学等総合改革支援事業タイプ 2「特色ある高度な研究
の展開」への申請を継続し，継続して選定されることを目指す 採否 〇 〇 〇 

研究・産官学連携推進機構 

149 

2 
スポーツ庁の各種委託事業への申請を継続するとともに、文部
科学省の「特色ある共同利用共同研究拠点」などへの申請に

向けた準備を進める 
ー 〇 〇 〇 150 

 
 

 
 

 
 
 
 

1 
研究支援力と発信力を強
化する（プレ＆ポストアワ

ード） 
科研費申請率  

1 RAの積極的な雇用促進、専任教員比5％以上の確保、維持 RA の専任教員比 5％ 〇 〇 〇 
研究推進部、研究支援部、科研費
対策委員会、URA 推進室、研究支

援課 

151 

2 大学リサーチアドミニストレータ（URA）の育成、強化 RA 協議会への参加 〇 〇 〇 152 

3 人文・社会学系の科研費対策を強化するとともに、科研費サポ サポートデスク利用者の申請率 90％ 〇 〇 〇 153 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

 
 
 
 
 
 
 
 
2 
 

 
 
 
 
 
研究支援の充実（研
究インテグリティ、研究
支援の強化、研究成

果の公表、URA の充
実、研究活動の健全
化、倫理教育含む） 
 

ートデスクを充実させる 以上 

2 研究成果の発信を強化す
る 

論文投稿数、機関リポ
ジトリ公開数 

1 査読付き英語論文への投稿・採択を推進する（各学科専任
教員数の 30％の本数を年間目標数に定める） 

各学科における査読付き英語論文へ
の投稿・採択数 〇 〇 〇 

研究支援部、URA 推進室、研究支
援課、広報課、図書館学修支援委
員会 

154 

2 本学が持つ研究の特色を訴求し、大学の広報戦略とブランディ
ング戦略を練る ー 〇 〇  155 

3 機関リポジトリに教員の研究成果を公開するとともに、オープンア
クセス化を推進する ー 〇 〇  156 

4 研究成果公表を国際展開するため、本学ホームページの英語
ページを充実させる 

教員の英文プロフィール記入率 90％
以上 〇 〇  157 

3 研究倫理・研究不正防止

教育の充実を図る 研究倫理研修受講率 

1 大学院生および学部生を対象に研究倫理研修受講率 100％

を目指す。 
大学院生および学部生の研究倫理研

修受講率 100％ 〇 〇 〇 研究支援部、図書館・学修支援委

員会、研究支援課 158 

2 教員および大学院生への研究不正防止教育を実施する 年 1 回 〇 〇 〇 研究支援部、倫理審査委員会 159 

3 リスクマネジメントおよびクライシスマネジメント体制を構築する ー 〇 〇 〇 研究支援部、研究支援課 160 

4 学位論文における研究不正を予防する仕組みを導入する アイセンテフィケートの義務化 〇   大学院教務委員会 161 

4 
研究インテグリティおよび安
全保障輸出管理の体制を
整備する 

フロー図の作成 

1 研究インテグリティに関する定期的な周知を行う 年 1 回 〇 〇 〇 

研究支援部、研究支援課 

162 

2 研究インテグリティを確保するための事例および制度等の情報収
集に努める ー 〇 〇  163 

3 安全保障輸出管理のための体制を整備する 体制図の作成 〇 〇 〇 164 

4 安全保障輸出規程にかかる管理責任者向けの教育を行う 年 1 回 〇   165 

3 

研究環境の充実と適
切な運営・管理（共
同研究、共同利用含
む）の推進 

1 
研究力をより一層強化す

るため研究所の設置を推
進する 

会議記録 1 研究所の設置を検討する 会議記録 〇 〇 〇 研究・産官学連携推進機構運営委

員会、企画部 166 

2 共同利用・共同研究を推
進する 

学 外 者 と の 共 同 利 用
数、共同研究数 

1 施設・設備の共同利用を推進する 学内・学外者の施設・設備の共同利
用の数 〇 〇 〇 研究推進、研究支援課 167 

2 学外者との共同研究を推進する 
共同研究推進費（共同利用共同研
究費、学長裁量費、S&H 研究費）の
公募数と応募数 

〇 〇 〇 研究推進、研究支援課 168 

3 分野横断的な共同研究を推進する 分野横断的な共同研究の数（研究
計画書、論文等） 〇 〇 〇 研究推進、研究支援課 169 

3 実験室環境の整備と管理
体制の充実を図る 

実験室の面積 
各種調査記録 

1 動物実験室の充実を推進する 動物実験室の面積 〇   
研究・産官学連携推進機構運営委
員会、企画部 170 

2 動物実験室の環境整備を推進する 外部検証で指摘事項に対する改善記
録 〇 〇 〇 動物実験委員会、研究支援課 171 

3 動物実験室の微生物モニタリングを定期的に実施する モニタリング記録 〇 〇 〇 動物実験委員会、研究支援課 172 

4 法令に従って「化学物質」「読劇物」「高圧ガス」等の管理を遵
守する 毒劇物管理委員会の調査記録 〇 〇  

研究支援部、化学物質管理委員
会、研究支援課、総務課 173 

4 教育研究力の持続的な

向上のために、博士号を有
大学全体の博士教員率 1 各学科において博士号教員率を向上させる 各学科の博士教員率 〇 〇 〇 研究・産官学連携推進機構運営委

員会、各学科、人事部 174 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

する教員の割合向上させ

る 

4 研 究 者 育 成 の 充 実

（大学院教育改革） 

1 大学院教育・研究体制を
強化する 

修士〇合教員数 
博士〇合教員数 
ポスドク数 
博士フルタイム院生数 

1 各分野において修士・博士の〇合教員率を向上させる 各分野の〇合教員率 〇 〇 〇 
研究・産官学連携推進機構運営委
員会、各分野、大学院教育研究環

境委員会 
175 

2 ポスドクの能力開発およびキャリアパス支援を推進する ポスドク数 〇 〇 〇 大学院教育研究環境委員会 176 

3 博士のフルタイム院生を増やす 博士フルタイム院生数 〇 〇 〇 大学院委員会、大学院教育研究

環境委員会 177 

2 大学院教育・研究環境の
充実を図る 

研究室数 
研究机 1 定員増に合わせて研究室の充実を推進する 研 究 室 数                                                                     

研究机 〇 〇 〇 大学院教育研究環境委員会、大
学院・国際交流課、法人企画部 178 

3 大学院生を対象にしたプロ
ジェクトを推進する 

TA 数、RA 数、NQSAP
院生数 

1 教育研究サポートスタッフを充実させる TA 数・RA 数 〇 〇 〇 大学院教育研究環境委員会 179 

2 NQSAP プログラムにより優秀な博士人材を育成する 博士輩出数 〇 〇 〇 大学院教育研究環境委員会 180 

5 産官学連携の推進 1 

産官学連携を推進するた
めの体制を構築し、企業と
の共同研究・受託研究お
よび官（県・市）からの受
託研究を増やす 

企業との共同研究の数 
企業からの受託研究の
数 
官（県・市）からの受託
研究の数 

1 知的財産を増やす 知的財産申請数 〇 〇 〇 

研究支援課 

181 

2 企業との共同研究・受託研究を増やす 企業との共同研究の数、受託研究数 〇 〇 〇 182 

3 官（県・市）からの受託研究を増やす 官（県・市）からの受託研究の数 〇 〇 〇 183 

4 産官学連携を促進するための事務局体制を充実させる 組織体制図と業務分掌・人数 〇 〇 〇 184 
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ドメイン５ 「社会連携の強化（同窓会、生涯学習の支援の推進含む）」 

長期目標（2021～2030 年度）：優れた QOL サポーターを育成するため、保健・医療・福祉・スポーツ領域における社会連携・社会貢献活動の高度化を図り、社会と地域の持続的発展を支える社会連携型大学を

目指す。併せて、同窓会と一体となって、卒業生の相互連携及び研修機能や情報提供機能の充実を図り、その成果を広く社会に還元する生涯学習型大学を目指し、SDGs「すべ

ての人に健康と福祉を」「質の高い教育をみんなに」の達成に貢献する 

ドメイン責任者：地域連携、同窓会・生涯学習担当副学長  

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 社会連携の推進 1 社会連携・地域貢献活動
の高度化を図る 

外部の意見を汲む会議
体のPDCAサイクル／年
１回サイクル 
連携協定数：2 件 
未来のまちづくり事業：
25 ケース 

1 社会連携・地域貢献に関する進捗管理を行い、全学科におい
て社会連携・社会貢献活動に取り組む 

社会連携（全学）：総件数 893
件、参加学生数 1255 名 〇 〇 〇 

社会連携推進センター運営委員
会、ボランティアセンター運営委員

会、社会連携推進部 

185 

2 外部の意見を汲む会議体における PDCA サイクルを回して、地

域のニーズを社会連携活動に反映する 
外部の意見を汲む会議体の PDCA サ

イクル／年 1 回サイクル 〇 〇 〇 186 

3 多職種連携教育等と連動したインターンシップや学生の地域貢
献活動の単位化を充実させる 

社会連携実践演習Ⅰ履修者数 294
名    単位取得者数 219 名 
社会連携実践演習Ⅱ履修者数 178
名    単位取得者数 115 名 
 

〇 〇 〇 187 

4 
各学科で取り組んでいる社会連携活動や本学の特色ある教育
研究活動に基づく、自治体や関係団体等の連携協定の締結を
さらに促進する 

連携協定数：2 件（継続） 〇 〇 〇 188 

5 本学が所在する新潟市北区をはじめ連携協定を締結している
市町村との活動を活性化する 北区との打ち合わせ回数：年 6 回 〇 〇 〇 189 

6 

地域のニーズと本学の教育研究活動を連動させた公開講座や
公開シンポジウムの開催、小・中・高校生に向けた学修機会の
提供、まちなかキャンパスの活用、地域防災等に関する教育プロ

グラムの提供などを持続的に展開する 

ラグーナスクエア利用件数 49 件 25
件+24 件（未来のまちづくり事業関
係） 
参加者：大学関係者 242 名 大学
関係者以外 194 名 
オンライン公開講座：20 講座、総受
講者数 706 アクセス 

〇 〇 〇 190 

7 新潟市北区と連携した地域課題解決型教育の充実を図る 
北区「未来のまちづくり」事業講座数：
6 講座（延べ 24） 
受講者数：85 名 

〇 〇 〇 191 

2 同窓会・生涯学修の
推進 2 同窓会活動・生涯学修の

充実・強化を図る 

新規企画：1 事業／1

年 
親和交流事業：3 件／
1 年 

1 同窓会組織を見直し、より魅力のある同窓会活動・生涯学修
活動を企画・実施できる体制を構築する 新規企画：1 事業／1 年 〇 〇 〇 

同窓会支援室、同窓会・生涯学修
連携推進委員会 

192 

2 
卒業生の教員（大学院修了も含む）の参加と協力を得て、同
窓会・生涯学修を推進する学内ネットワーク（以下「学内ネット
ワーク」という）を構築する 

同窓会サポーター数：15 名（うち卒
業生 14 名） 〇 〇  193 

3 
在学生（大学院生を含む）の教育活動や強化クラブ活動等と
連携し、地域貢献など在学生にとって魅力ある同窓会活動の体
系化と段階的実施を図る 

親和交流事業実施学科数：3 件 〇 〇 〇 194 

4 
IT を活用した広報活動等の強化を通じて、同窓会員相互の情

報共有と相互連携を図り、同窓会員のキャリア形成と大学院進
学支援を行ない.、人的ネットワークの構築を推進する 

連携研修会参加者数：対面 43 名、
アーカイブ 1 部 66 回、2 部 54 回 〇 〇 〇 195 

5 同窓会や学内ネットワークとの連携の下で、連携研修会や専門 連携研修会参加者数：対面 43 名、 〇 〇 〇 196 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

職講座等のリカレント教育の実施、U ターン・I ターン支援などを

通じて、同窓会員にとって魅力ある生涯学修の体系化と段階的
実施を図る 

アーカイブ 1 部 66 回、2 部 54 回 

3 
社会連携および同窓
会・生涯学修の支援
力強化 

3 
社会連携および同窓会・
生涯学修の支援力を強化
する 

支援室職員数 

1 社会連携を支援する事務局体制をさらに強化する 支援室職員数：5 名 〇 〇  

社会連携推進センター運営委員
会、ボランティアセンター運営委員
会、社会連携推進部 

197 

2 同窓会・生涯学修を支援する事務局体制をさらに強化する 支援室職員数：5 名 〇   198 

3 
社会連携を戦略的かつ持続的に展開する社会連携支援コーデ

ィネーターを配置するとともに学生窓口や学生活動拠点を整備
する 

コーディネーター数：1 名 〇   199 

4 同窓会サポーターの規程を定め、同窓会役員・同窓会サポータ

ー・同窓会支援室の連携を強化する 1 規程 〇   200 
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ドメイン６ 「国際交流の推進」 

長期目標（2021～2030 年度）：保健・医療・福祉・スポーツ領域で国際的な活躍ができる人材を育成し、これらの領域でのアジア・環太平洋地域における国際交流拠点となる 

ドメイン責任者：国際交流担当副学長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 
グローバル化に向けた
戦略強化と国際的な

発信力強化 

1 国際交流締結地域を重
点化する 協定締結数、交流回数 

1 アジア・環太平洋地域における国際交流重点地域との MOU を
締結する MOU を締結校数 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会 201 

2 大学および機関間との交流協定に加え、実施企画ごとの協定を
締結を継続する 交流回数：年 13 回以上 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会、学

科 202 

2 国際交流締結校との締結
内容を戦略的に拡充する 会議記録、推薦書類 

1 海外の交流協定締結校との単位互換制度やダブルディグリー制

度のさらなる適用を検討する 改善を検討したことを示す議事録  〇  
国際交流センター運営委員会、大

学院委員会、教務委員会 203 

2 大学推薦による外国人国費留学生について、協定校と連携し
ながら継続して受け入れを行う 推薦数：年 2 人 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会、大

学院委員会 204 

3 人材育成を目的としたアジ
アでの拠点づくりを進める 申請数 

1 さくらサイエンスプラン（国立研究開発法人科学技術振興機
構）に申請を継続する 申請数 〇 〇 〇 

国際交流センター運営委員会、教
務課 

205 

2 JASSO 海外留学支援制度（協定受入）等への申請を継続

する 申請数 〇 〇 〇 206 

4 
アジアで秀でる大学となる

ため、国際的な発信力を
強化する 

発信回数、更新数、企

画数 

1 オンラインによる国際交流を企画・実施する 企画実施回数：年 2 回以上 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会 207 

2 英語版ホームページのコンテンツを定期的に更新し、SNS との連

携強化を継続する 更新：年 1 回以上 〇 〇 〇  208 

3 留学生獲得を目的とした大学院案内動画や本学の研究活動
を幅広く紹介するツールをアップデートする 年 1 回以上 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会、大

学院委員会、広報課 209 

5 
国際交流の持続的な発
展のために、キャンパスの国
際化を推進する 

会議記録、検討書 

1 国際交流専門教員の採用について検討を継続する ー 〇 〇 〇 総務会、人事課、国際交流センター
運営委員会 210 

2 国際交流ラウンジの活用を検討を継続する 改善を検討したことを示す議事録 〇   

国際交流センター運営委員会 

211 

3 留学生センターの設置について検討する 改善を検討したことを示す議事録  〇  212 

4 他大学の国際交流会館の状況を調査し、国際交流会館の運

用や設置について検討する 改善を検討したことを示す議事録   〇 213 

2 学生の国際体験の機

会充実 

1 
学生の海外研修制度を拡

充し、学生のグローバル意
識を向上させる 

会 議 記 録 、 研 修 PG

数、研修参加数、研修
参加学科数、発信回数 

1 
海外研修助成制度の見直しを随時行いながら、海外研修プロ
グラムを質量ともに充実させ、年間で収容定員の３%の学生が
海外研修に参加することを目標とする 

収容定員の 3％の海外研修の参加 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会 214 

2 海外で活躍または経験を持つ卒業生の情報を集約し、海外で
の修学・就職等に結び付くよう、広く発信する 

発信回数：グローバルミーティング 
情報発信年 5 回以上 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会、教

務委員会 
215 

3 国際交流演習（1・2）の単位履修を促進する ー 〇 〇 〇 216 

2 学生の長期留学を支援で
きる体制を整備する 発信回数 1 学生が留学を相談できる体制の整備と、留学に関する情報を

発信する 留学情報発信回数 3 回 〇 〇 〇 

国際交流センター運営委員会 

217 

3 
国内で体験できる国際交

流の機会を充実させ、組
織的に強化する 

企画数 
1 学生の国内での国際体験、国内留学等の企画等の実施もしく

は参加機会を発信する 年 1 回以上 〇 〇 〇 218 

2 海外研修後の実施報告の機会として、コーヒーハウスの活動内 報告会の実施率 〇 〇 〇 219 



 

3
0
 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

容を充実させる 

3 留学生受け入れ体制
の整備・強化 

1 留学生受け入れ目標数を

明確にし、それを実現する 入学者数 
1 

留学生受け入れ目標数を大学院入学定員の 20 パーセント以
上とする。なお、定員増等による過渡的段階として、目標数を大
学院入学定員の 17 パーセント以上とする 

大学院入学定員の 17％以上 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会、大
学院委員会 220 

2 日本語学校等に向けた情報発信を強化し、学部留学生の受
け入れを促進する 学部入学定員の 1％以上 〇 〇 〇 広報委員会、入試委員会 221 

2 
留学生の QOL向上のため

に、留学生受け入れ体制
を整備・強化する 

参加者数、研修回数 

1 入学時の留学生に対する留学生向けオリエンテーションの受講

率を 100%を目指す 受講率 100% 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会 222 

2 学修支援センターでの留学生の日本語学修支援体制を最大
限に活用できるよう継続してモニタリングする 

教育プログラム：5 個実施 
参加率：70%以上 〇 〇 〇 

国際交流センター運営委員、図書
館・学修支援委員会、大学院教務
委員会 

223 

3 留学生サポーター研修等を継続し、留学生に対する生活支援
要員を配置する。 

研修実施回数：2 回 
研修参加者数：8 名 〇 〇 〇 国際交流センター運営委員会、図

書館・学修支援委員会 224 

4 
留学生向けの日本の文化、生活を理解するイベントを実施する

とともに、留学生個々の事情や・文化・健康・生活・宗教的なサ
ポートを行う 

実施回数：2 回以上 
参加者数：30 名以上 〇 〇 〇 

国際交流センター運営委員会、大

学院教育研究環境委員会、大学
院委員会 

225 

4 国際協力・国際貢献

事業の推進 1 国際貢献プロジェクトを推

進する 企画数、発信回数 
1 JICA や新潟県、新潟市、交流協会等と連携しながら、国際貢

献プロジェクトを調査・検討し、実施する 実施回数：2 回以上 〇 〇 〇 国際交流センタ―運営委員会 226 

2 国際貢献プロジェクトを内外に発信する 発信回数：2 回以上 〇 〇 〇 国際交流センタ―運営委員会 227 
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ドメイン７ 「大学スポーツ振興の推進」 

長期目標（2021～2030 年度）：大学スポーツを通じて、卓越性を有する選手・人材を育成し、大学ブランドを向上させる 

ドメイン責任者：アスレティックデパートメント推進機構長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 

大学日本一、またはオ
リンピック等の国際大

会に出場する選手を
輩出 

1 強化指定クラブへの支援

体制を強化する 
全日本大学選手権等

での優勝／入賞数 
1 アスレティックデパートメント推進機構による支援体制をさらに充

実させる 組織体制図と業務分掌・人数 〇 〇 〇 

アスレティックデパートメント推進委員
会、スポーツ振興室 

228 

2 スポンサー企業を獲得して、新たな強化策の検討を行う スポンサー契約数 〇 〇 〇 229 

2 選手スカウティングを推進
する スカウティング目標人数 

1 特待生制度とスカウティング方針の見直しを行い、より優秀な選
手を獲得する 規程の見直し 〇   230 

2 スポーツ留学生の獲得に向けて、受け入れ体制と支援体制を整
備する 機構会議検討 年 4 回 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員

会、スポーツ振興室、対象学科 231 

3 新たな強化指定クラブを設
置する 新設クラブ数 1 

新たな強化指定クラブの設置を検討するとともに、個人種目にお

ける優秀な学生アスリートの獲得とその支援方法について検討す
る 

機構会議検討 年 4 回  〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員
会、スポーツ振興室 232 

2 

NSG グループとの連携
及び科学的アプローチ
により本学独自の競技

力向上法を確立 

1 科学的アプローチによる強
化策を推進する 

教員・他団体との連携
事業件数 

1 学内の教員と連携した科学的アプローチによる強化支援策を継

続する 連携事業件数 〇 〇 〇 

アスレティックデパートメント推進委員
会、スポーツ振興室、関連団体、関

連企業 

233 

2 新潟県健康づくり・スポーツ医科学センターと連携した新たな強
化支援策を創出する センター会議検討 年 4 回 〇 〇 〇 234 

2 アルビレックス等との連携に
よる強化策を推進する 

NSG／アルビレックスとの
共同プロジェクト数 

1 各アルビレックスとの連携を推進して、本学独自の強化策を構築
する 連携事業数 年 4 件 〇 〇 〇 235 

2 新潟リハビリテーション病院、アスリートサポート新潟等との連携に
よる強化を推進する ASN 会議 年 4 回 〇 〇 〇 236 

3 

強化クラブ学生の競技

と学業の両立に向け
た、教養プログラムを推
進 

1 学生アスリートの学修支援
体制を推進する 

強化部学生の平均GPA
または単位修得率 

1 学科との連携による成績管理と学修支援体制の構築を行う 機構会議検討 年 4 回 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員
会、関連学科、学修支援センター、
学務部、スポーツ振興室 

237 

2 新潟医療福祉大学アスリートアワード賞（仮称）の策定検討
および UNIVAS AWARDS を輩出する UNIVAS AWARD 最優秀賞獲得 〇 〇 〇 238 

2 学生アスリートのキャリア形
成支援体制を推進する 

キャリア関連のセミナー回
数・受講者数 1 強化クラブ学生のキャリア形成支援を継続して、プログラムの充

実を図る 
キャリア研修 年 1 回（参加率 70％
以上） 〇 〇 〇 

アスレティックデパートメント推進委員
会、関連学科、キャリア開発室、スポ
ーツ振興室 

239 

3 学生アスリートの能力開発
支援を推進する 退部・退学率 1 強化クラブ学生の自律性向上に向けたプログラムを構築する 能力開発研修 年 2 回（参加率 70

％以上） 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員
会、関連学科、スポーツ振興室 240 

4 
大学スポーツの資源を
活用した地域貢献を

推進し、ファンを獲得 

1 
大学施設を活用した地域

スポーツの拠点づくりを推
進する 

大学施設を利用したス
ポーツイベント回数 

1 全強化指定クラブによるスポーツ教室の規模を拡大する スポーツフェスタ動員 500 名以上 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員

会、社会連携推進部、スポーツ振興
室 

241 

2 地域への指導者（学生アスリート）の派遣を継続させていく 指導者派遣回数 年 10 件 〇 〇 〇 242 

3 スポーツ庁委託事業への採択に向け、企画の立案を行う スポーツ庁委託事業採択 〇 〇 〇 スポーツ振興室 243 

2 大学スポーツファンを醸成
する SNS フォロワー数 

1 学生、企業、地域住民を巻き込んだ応援体制、支援体制を構
築する SNS フォロワー増加率 15％以上 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員

会、社会連携推進部、スポーツ振興
室 

244 

2 新潟市北区および近郊地域商店街等との連携促進を実施す
る 北区との連携プロジェクト年 2 件 〇 〇 〇 245 

  1 強化指定クラブにおけるガ 内部監査の実施状況 1 学生アスリートおよび指導者に対するコンプライアンス講習会・研 研修会実施 年 2 回 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員 246 
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度) 

中期 
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番号 

 

5 
 

ガバナンス体制を構築
し、安心・安全なスポ
ーツ環境を構築 

バナンス体制を構築する  コンプライアンス研修の

実施回数と受講率 
修会を継続する 会、人事部、経理部、関連学科、ス

ポーツ振興室 
2 部費会計等、金銭に関する管理体制を改善する 部費会計マニュアルの作成 〇 〇 〇 247 

3 強化指定クラブの活動情報を所属学科と共有する 教授会共有 年 10 回 〇 〇 〇 248 

2 安心・安全なスポーツ環境
を構築する 自己点検の実施状況 

1 UNIVAS SSC に基づき、スポーツ施設、練習場所の安全点検
を実施する 安全点検 年 1 回 〇 〇 〇 アスレティックデパートメント推進委員

会、強化クラブ、総務課、スポーツ振
興室 

249 

2 各クラブにおける部内ガバナンス体制を見直し、良好なクラブ運

営を行う 強化指定クラブ規約の改定 〇 〇 〇 250 



 

3
3
 

ドメイン８ 「学生募集の推進」 

長期目標（2021～2030 年度）：持続的に発展する大学を目指すため学生募集の強化を図り、将来優れたＱＯＬサポーターとなるための学生を確保する 

ドメイン責任者：大学事務局長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 大学ブランドの向上 

1 教育活動の広報を強化す
る 出願者数 

1 本学の「ナンバー・ワン」「オンリーワン」を明確にし広報展開ならび
に OC を実施する ー 〇 〇 〇 

広報課、広報委員会、全学科、関
連委員会、事務局 

251 

2 16 学科・ワンキャンパス教育による「チーム医療」「連携教育」の
発信を強化する ー 〇 〇 〇 252 

3 トピックス活動を HP や SNS 等を通して積極的に発信する HP ユーザー数：1,100,000 名 〇 〇 〇 253 

4 パブリシティ活動によってメディア露出を増加させる パブリシティ掲載数：1,800 件 〇 〇 〇 254 

2 研究活動の広報を強化す
る 

年間の大学ＨＰでの発
信件数：30 件 

1 本学の研究成果を分かりやすく紹介するための方策を検討し実
行し、研究に力を入れる大学であることをアピールする ー 〇 〇  

研究産官学連携推進部、研究支
援課 

255 

2 「スポーツ」✕「医療」に関する研究活動や研究成果の発信を強
化し当該研究分野での知名度を高める ー 〇 〇  256 

3 スポーツ活動の広報を強
化する 

情報発信回数 
（HP・SNS・プレスリリー
ス数） 

1 本学独自のアスリート支援・育成システムに関する外部発信を

強化しスカウティングを優位に進める スカウティングを契機とした出願数 〇 〇  

広報課、スポーツ振興室、アスレティ
ックデパートメント推進部 

257 

2 スポーツを軸とした地域活性化に関する取組みの外部発信を強
化し知名度の向上を図る ー 〇 〇  258 

3 大会・競技実績に関する外部発信を継続し知名度の向上を図
る ー 〇 〇  259 

4 地域社会連携活動の広
報を強化する 

大学社会連携 HP での
トピックス投稿等更新35
件、SNS 投稿 25 件 

1 社会連携活動を積極的に外部発信する HP でのトピックス等更新 35 件 SNS

等による発信 15 件 〇 〇  社会連携推進部、社会連携推進
課 

260 

2 ボランティア活動を積極的に外部発信する SNS 等による発信 10 件 〇 〇  261 

5 国際交流活動の広報と
留学生獲得を強化する 情報発信回数 

1 海外大学等との交流ならびに海外研修等の交流活動について
積極的に発信する SNS 等による発信 10 回以上 〇 〇 〇 

国際交流推進部、大学院・国際交
流課 

262 

2 留学生の活動について積極的に発信する SNS による発信 15 回以上 〇 〇 〇 263 

3 留学生向け入試情報および本学の学修環境・支援体制につい
て積極的に発信し、留学生の獲得を推進する 

日本語学校・提携機関等への訪問20
回以上 〇 〇 〇 264 

6 同窓会活動の広報を強化

する 
同窓会が関与する年間

のイベント数 5 件 

1 同窓生の同窓会事業への参加促進 ー 〇 〇  同窓会・生涯学修推進部、社会連

携推進課 

265 

2 同窓生支援、在学生支援の活性化 支援事業実施数：5 件 〇 〇  266 

2 
学生募集・入試データ
分析に基づく効果的な
募集活動の実施 

1 
ステークホルダー分析を推
進し、それに基づく大学情
報の発信を強化する 

OC 参加者アンケート 
回収率：60％以上 

1 本学のバリューポジションを明確にするため、在校生や OC 参加
者等からのアンケート調査を実施する OC 参加者アンケート：毎回 〇 〇 〇 

広報課、広報委員会、IR 室、事業
戦略推進部 

267 

2 上記調査をもとに属性別の情報発信を行い、OC イベント等へ

の動員へ繋げる OC 動員数：3,700 名 〇 〇 〇 268 

2 
競合大学を分析し、当該
大学と差別化された本学

情報の発信を強化する 

OC 参加者アンケートに
おける 「他大学との違い
が明確」回答率：80％

以上 

1 大学全体のスケールメリットならびに各学科のバリューポジションを
明確し全学で共有しながら OC 等を展開する OC 動員数：3,700 名 〇 〇 〇 269 

2 競合大学との差別化を徹底した一貫性のある広報戦略を立案 OC 動員数：3,700 名 〇 〇 〇 270 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

し OC 等を展開する 

3 情報発信の強化 1 

DX を推進し、「大学ブラン
ドの向上」のための各種活
動に関する情報の収集と

発信を強化する 

新入生調査「本学を知
ったきっかけ」におけるデジ
タル施策回答率：58％

以上 

1 多岐にわたる情報の効率的な収集・管理とステークホルダーへの
効果的な情報発信を実行し OC への動員に繋げる OC 動員数：3,700 名 〇 〇 〇 

広報課、広報委員会、IR 室、事業
戦略推進部 

271 

2 NSG グループ広報・ブランド戦略本部と連携を強化し、全国に
向けて本学の活動を周知する ー 〇 〇 〇 272 

4 
関東圏(1 都 6 県)に
おける学生募集活動

の強化 
1 関東圏(1 都 6 県)からの

出願を増加させる 

関 東 圏 か ら の 出 願 者
数： 
140 件 

1 法人事務局事業推進部に東京事務室を設置、職員を配置
し、関東圏の学生募集活動を促進する ー 〇 〇 〇 法人事業推進部、広報課、広報委

員会、IR 室、事業戦略推進部 273 
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ドメイン９ 「組織マネジメント」 

長期目標（2021～2030 年度）：学長がリーダーシップを発揮するため、権限の分散と責任の明確化に配慮し、あらゆる困難に迅速に対応できる教学組織を構築する。加えて、教育の質向上および大学の持続的な発

展、大学ブランド化を目指して、教職員のエンゲージメント（自発的な貢献意欲）を高める 

ドメイン責任者：副学長、研究科長、大学事務局長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 
教学マネジメント体制
の強化（委員会等の
組織改編） 

1 教学ガバナンス体制を強
化する 

アクションプランの諸施策
の実施 

1 副学長等連絡会などを活用して機構の強化、活性化を図る 各機構の具体的目標の達成 〇 〇 〇 副学長等連絡会 274 

2 学科長のマネジメント力を向上させるための研修等の実施と支

援体制を強化する 毎年最低 1 回の研修実施 〇 〇 〇 副学長等連絡会、法人人事部 275 

2 教学マネジメント基盤を強
固にする 

アクションプランの諸施策
の実施 

1 教学 IR 機能を充実させ、教育改善を推進させる 改善アクションについて 70％達成 〇 〇 〇 副学長等連絡会、IR 戦略委員会 276 

2 「大学全体」「学部」「研究科」「授業科目」レベルに分けた FD・

SD を実施し本学の教育方針を共有する 
教学マネジメント関連 FD・SD 開催件

数 1 回/年 〇 〇 〇 教育・学生支援機構、FD・SD 委員

会 277 

2 事務局組織の運営力
強化と体制充実 

1 
人材登用・育成、業務体

制整備、DX 推進による組
織力強化を目指す 

業務における生産性・付
加価値創出力の向上を

実現する組織状態の達
成 

1 
各種セミナーへの積極的な参加や、個人のキャリアビジョンを踏ま
え、ジョブローテーションの活性化や適材適所の人員配置に取り

組む 
ー 〇 〇 〇 総務課、法人人事部 278 

2 学部での留学生受入に対応するため、留学生受入体制の整
備や、外国人人材の登用を進める 外国人人材を 1 名以上の採用 〇 〇 〇 法人人事部 279 

2 事務局の組織運営基盤を
整備する 

事務局役職会議や、部
署単位で業務の情報共
有化をはかる 

1 業務分掌の整備とマニュアル作成により円滑な引継ぎを実現
し、大学の拡大に備え柔軟で持続可能な組織体制を構築する 各部署で業務分掌作成 〇   大学事務局 280 

2 DX による業務高度化を推進し、業務プロセスの見直し・システ
ム導入による効率化と、職員のデジタルリテラシー向上を図る DX 化に向けてのプロジェクト推進 〇 〇 〇 法人事務局、事務局 281 

3 教職員の人権保護お
よび健康管理の充実 

1 
教職員の人権擁護、ハラ
スメント防止対策を強化す
る 

ハラスメント関係の紛争
をゼロにする 

1 人権委員会の状況運用について守秘義務に配慮しつつ確認を
行い、ハラスメント防止の機能強化のための施策を提案する 人権委員会規程の改正   〇 人権委員会 

法人人事部 282 

2 年毎にテーマを厳選した上で人権保護やハラスメントに関する研
修を実施する 年 1 回以上の研修実施 〇 〇 〇 人権委員会 

 
283 

3 義務化された管理職者のハラスメント防止研修を継続する 年 1 回以上の研修実施 〇 〇 〇 人権委員会 
 

284 

2 教職員の健康管理支援を

徹底する 法的義務 100％達成 

1 教職員の健康診断受診率 100％を達成する 定期健康診断受診率 100％ 〇 〇 〇 法人人事部、総務部 285 

2 教職員の有給休暇の取得を推進し法的義務日数を確実に取

得させる 法的義務 100％達成 〇 〇 〇 法人人事部 286 

3 作業環境測定を実施し、その結果に基づいて法違反が生じてい
る場合は必要な是正を行う 

作業環境測定および法違反の是正
100％実施 〇 〇 〇 安全衛生委員会、総務部、法人人

事部 287 

4 

教職協働による教学
組 織 の 創 造 力 強 化
と、教職員のエンゲー

ジメント向上 

1 教職員の業績評価制度を
見直す 

諸制度改正 100％達
成 1 業績評価制度を改正し、より公平・公正な制度に改める 業績評価規程等の改正   〇 法人人事部 288 

2 教員採用方針および昇任
方針を明確化する 

アクションプランの諸施策
の実施 

1 管理職者のマネジメント評価制度を導入する 制度導入  〇  
法人人事部 

289 

2 教員採用方針および昇任方針を検討する 制度構築 〇   290 

3 
教員の再任制度の仕組み

を継続的に改善し、全学
的な統一を図る 

制度見直しの実施 
1 専任の教員の博士号取得割合を高める 博士号取得率 70％ 〇 〇 〇 法人人事部 291 

2 教員再任制度を見直すとともに全学的な統一認識を図る 制度見直し、認識統一   〇 法人人事部、総務課 292 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

4 働きやすい職場環境の整
備を促進する 

アクションプランの施策の
実施 1 

ワークライフバランス等に関する各種認定制度の導入を検討する

とともに、こども園や鍼灸センター、PCR 検査センターの利用を促
進し働きやすい環境を整備する 

ー 〇 〇 〇 法人人事部、総務課 293 

5 
各学科の特徴を明確

にし、大学のブランド化
を推進 

1 各学科の特徴、魅力（ブ

ランド）を明確にする 

OC 参加者アンケートに

おける「学科の特徴が明
確」回答率：80％以上 

1 
各学科の教育特徴（ナンバー・ワン、オンリー・ワン）と教育プロ

セス（入学前～卒業後）を明確にして、OC や広報活動を推
進する 

ー 〇 〇 〇 各学科長、広報課 294 
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ドメイン１０ 「内部質保証」 

長期目標（2021～2030 年度）：IR 活動に基づく自己点検・評価と質保証に向けた改善を循環させるとともに、質保証に関する情報を積極的に公表する内部質保証システムを確立することで、大学を持続的に発展

させる 

ドメイン責任者：副学長、研究科長、事務局長 

中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

1 内部質保証の向上 

1 法令遵守（コンプライアン
ス）を徹底する 

検討・改善に関する議
事録、資料 大学 HP
公表数 

1 教育研究環境の安全性を確保するため，継続的に現状分析・
改善を図る 検討・改善に関する議事録、資料 〇 〇 〇 

自己点検・評価委員会、総務会、

法人総務部 

295 

2 本学のコンプライアンスに関する各種規程などを一覧とし、公表・
更新を行う 大学 HP 公表数 〇 〇 〇 296 

3 化学物質管理責任者の統括の下、化学物質を使用する全て
の学生、教職員に対して講習を実施する ー 〇   研究支援課 297 

2 内部質保証のための体制

を向上させる 

内部質保証体制におい
て、役割・手順が明確化

され、計画どおり機能し
ているかアセスメントプラ
ンにもとに達成率の確認 

1 

内部質保証推進委員会を中心に、自己点検・評価委員会、
高等教育推進センター運営委員会、大学院の質保証委員会
における報告・審議・改善要請の往還をさらに精緻化し、4 年制

および大学院を含む全学的 PDCA サイクルの統合的運用を推
進する 

ー 〇 〇 〇 

内部質保証推進委員会、自己点
検・評価委員会、高等教育推進セ
ンター運営委員会、大学院の質保

証委員会、総務会、事務局、総務
課 

298 

2 

4 年制および大学院の自己点検・評価結果を横断的に集約・
分析するため、IR（Institutional Research）および BI

（Business Intelligence）を活用した情報基盤の整備を進
め、データに基づく教育改善と方針決定の高度化を図る 

ー 〇 〇 〇 IR 室 299 

3 
内部質保証方針、内部質保証推進委員会規程、各アセスメン
ト関連文書、手続き図および組織図を定期的に見直し、一貫

性と透明性を備えた内部質保証体系を維持・発展させる 
ー 〇 〇 〇 内部質保証推進委員会 300 

4 
大学院教育の質保証に関わる点検・評価結果および改善状況
について、大学院の質保証が有効に機能するよう整理・可視化
を推進する 

大学院教育の質保証に関する点検・
評価結果および改善状況の整理・可

視化資料の作成 
（KPI 達成度） 
2026 年度：国の評価制度動向の整
理 
2027 年度：既存の方法への影響の

整理 
2028 年度：整理・可視化方法の改
善検討 

〇 〇 〇 

大学院の質保証委員会、IR 室、IR
戦略委員会、大学院教育研究環
境委員会、大学院教務委員会、大
学院入試広報委員会 

301 

3 IR 機能を充実させる IR データ活用率 100％ 
（全学科・全委員会） 

1 各種データ管理および教育実績などの可視化を継続する ダッシュボード(可視化)作成を 70％達
成 〇 〇  総務会、IR 室 302 

2 IR を基盤とした内部質保証システムを構築する 改善アクションについて 70％達成  〇 〇 
IR 室 

303 

3 国家試験、退学に関する要因を分析し、関連委員会への情報
提供を継続する 情報提供率 100％ 〇 〇 〇 304 

4 IR セミナー等を開催し、IR 活用を促進する IR セミナー開催件数 1 回／年 〇 〇 〇 IR 室、教育開発推進部 305 

4 

自己点検・評価の妥当性
を検証し、内部質保証とし

て説明可能な評価体系を
確立する 

妥当性検証の実施件
数、 
外部有識者評価実施
率 

1 自己点検・評価プロセスの妥当性を検証し、評価の質を担保す
る体制を整備する 妥当性検証の実施件数 1 回／年 〇 〇 〇 自己点検・評価委員会、総務会、

総務課 306 

2 外部有識者による評価を実施し、評価手法の改善に活用する 外部有識者評価実施率 100% 〇 〇 〇 自己点検・評価委員会 307 

5 卒業生および修了生の活 就職先における卒業生 1 卒業生・修了生のキャリアの状況等に関する調査を実施し、その 1 年に 1 回、状況・アンケート調査、分 〇 〇 〇 キャリア支援センター運営委員会、同 308 
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中期
目標 
No. 

中期目標 
(2026～2030 年

度) 

中期 
計画 
No. 

中期計画 
(2026～2030 年度) KPI AP 

No. 
アクションプラン 

(2026～2028 年度) AP-KPI 2026 2027 2028 関連委員会等 AP 
番号 

動を教育研究活動の改善

に反映させる 
の状況調査分析結果、

過年度卒業生に対する
アンケート調査分析結果 

内容および調査結果を公表するとともに、調査結果を教育研究

活動の改善に反映させる仕組みを継続する 
析 窓会支援室、教育開発推進部 

2 

ICT 教育の推進に向
けた学内情報ネットワ
ーク環境およびセキュリ
ティ環境の整備とデジ
タル化の推進 

1 
学内情報ネットワーク環境
およびセキュリティ環境を再
点検し、整備・充実させる 

調査記録、対策資料 

1 情報セキュリティ環境を再点検し、充実させる 調査記録、対策資料 〇 〇 〇 総務課 309 

2 ランサムウェア対策を強化し、データの可用性を維持する 調査記録、対策資料 〇 〇 〇 総務課 310 

3 学内基幹ネットワークの増速（10Gbps化）に関する検討を開
始する 調査記録   〇 総務課 311 

2 

学内業務のシステム化を
推進するための組織づくりと
システム化に向けた諸施策
を進める 

組織図、業務分掌 
1 学内ネットワークを管理する組織の業務分掌、権限範囲につい

て検討する ー 〇   総務会 312 

2 学内に情報システムを管理する組織を設置する ー 〇 〇  事務局 313 

3 各種申請書等のデジタル
化を推進する システム資料 1 各種申請書のデジタル化の推進を継続する システム資料 〇 〇  経理部、総務課 314 

4 生成 AI の業務活用を推

進する システム資料 1 AI を用いて事務作業を効率化する仕組みを導入し、活用を促

進する システム資料 〇 〇  事務局 315 

3 情報公開の徹底 1 社会の公共財として、適切
な情報公開を徹底する 

公 開 情 報 更 新 率
100％ 1 IR 機能を活用した各種データの公開を継続する 公開データ件数 14 件 〇 〇 〇 IR 室 316 
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５．大学関連事業（R８年度） 
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６．新潟医療福祉大学将来計画機構規程 
 

（設置） 

第１条 新潟医療福祉大学（以下「本学」という。）に、将来計画機構（以下「機構」とい

う。）を置くことができる。 

 

（目的） 

第２条 機構は、将来計画（長期計画・中期計画・年次計画）の策定を行うことを目的とす

る。 

 

（事業） 

第３条 機構は、前条の目的を達成するために、次の事項を行う。 

 （１） 本学の将来の教育・研究・国際交流・地域貢献等の基本構想の作成 

 （２） 本学の将来の教育・研究組織、施設等の拡充整備の構想の作成 

 （３） 本学のブランディングデザインをはじめとする将来像や今後の計画の作成 

 （４） 本学の教育研究機器の適正かつ効果的な更新計画の作成 

 （５） その他本学の将来計画に付随する事項の作成 

 

（機構長） 

第４条 機構には、将来計画機構長（以下「機構長」という。）を置く。 

２ 機構長は、本学教授の中から、総務会の議を経て学長が委嘱する。 

３ 機構長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４ 機構長が欠けた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（運営委員会） 

第５条 機構は、その任務を適切に達成するために、将来計画機構運営委員会（以下「運

営委員会」という。）を置く。 

２ 運営委員会は、次の事項を審議する。 

（１） 本学の将来の教育・研究・国際交流・地域貢献等の基本構想に関する事項 

（２） 本学の将来の教育・研究組織、施設等の拡充整備の構想に関する事項 

（３） 本学のブランディングデザインをはじめとする将来像や今後の計画に関する事

項 

（４） その他本学の将来計画に関する事項 

 

（運営委員長および運営委員） 

第６条 運営委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

（１） 機構長 

（２） 学長 

（３） 副学長 

（４） 研究科長 
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（５） 学部長 

（６） 学科長 

（７） 自己点検・評価委員長 

（８） 外部評価準備委員長 

（９） その他学長が必要と認める者 

２ 委員会には、機構長が必要と認めるときは、委員以外の者を陪席させることができる。 

３ 委員会に委員長を置き、機構長をもって充てる。 

 

（運営委員の任期） 

第７条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（運営委員会の運営） 

第８条 運営委員会は、機構長が招集し議長となる。 

２ 運営委員会は、運営委員の３分の２以上の出席がなければ、これを開くことができない。 

３ 運営委員会の議決は、出席運営委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 

（教育研究機器の更新に関する選定委員会） 

第９条 機構は、第３条第２号の事業を遂行するために、新潟医療福祉大学教育研究機器の

更新に関する選定委員会（以下「教育研究機器選定委員会」）を置く。 

２ 教育研究機器選定委員会に関する事項は別に定める。 

 

（事務） 

第１０条 委員会の事務は、事務局総務部総務課が行う。 

 

（規程の改廃） 

第１１条 この規程の改廃は、総務会の議を経て学長が行うものとする。 

 

  附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、２０１９年９月４日から施行する。 

附 則 

この規程は、２０２０年７月１日から施行する。 
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